
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年第２回 

久万高原町議会３月定例会 

 

 

議案概要書 

○ 



 

１ 
 

令和８年第２回久万高原町議会３月定例会【提出議案等一覧】 

議案番号 議  案  名 担当課 

議 案 第 ３ 号 
久万高原町千本高原キャンプ場の指定管理者の指定に

ついて（再議の件） 

まちづくり 

戦 略 課 

報 告 第 １ 号 
損害賠償に係る和解及び損害賠償額の専決処分の報告

について 
総 務 課 

議 案 第 ４ 号 
令和７年度久万高原町一般会計補正予算（専決第５号）

の専決処分について 
総 務 課 

議 案 第 ５ 号 
久万高原町国民健康保険柳谷診療所長の報酬等に関する

条例の制定について 

病院事業等

統括事務局 

議 案 第 ６ 号 
久万高原町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準

を定める条例の制定について 
保健福祉課 

議 案 第 ７ 号 久万高原町上下水道事業経営審議会条例の制定について 建 設 課 

議 案 第 ８ 号 久万高原町四国カルスト牧場条例の制定について 農業戦略課 

議 案 第 ９ 号 

久万高原町国民健康保険診療所条例及び久万高原町病

院事業等統括事務局設置条例の一部を改正する条例の

制定について 

病院事業等

統括事務局 

議案第１０号 
久万高原町スポーツ推進審議会条例の一部を改正する

条例の制定について 
教育委員会 

議案第１１号 
久万高原町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 
保健福祉課 

議案第１２号 
久万高原町介護保険条例の一部を改正する条例の制定

について 
保健福祉課 

議案第１３号 
久万高原町姫鶴平コテージ条例の一部を改正する条例

の制定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第１４号 
久万高原町姫鶴荘条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第１５号 
久万高原町林業研修センター条例の一部を改正する条例

の制定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第１６号 
久万高原町千本高原キャンプ場の設置及び管理に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第１７号 
久万高原町火災予防条例の一部を改正する条例の制定

について 
消 防 本 部 

議案第１８号 
久万高原町建設残土処理場管理条例の一部を改正する

条例の制定について 
建 設 課 

 



 

２ 
 

議案番号 議  案  名 担当課 

議案第１９号 久万高原町給水条例の一部を改正する条例の制定について 建 設 課 

議案第２０号 久万高原町渓泉亭条例を廃止する条例の制定について 
まちづくり 

戦 略 課 

議案第２１号 令和７年度久万高原町一般会計補正予算（第８号） 総 務 課 

議案第２２号 
令和７年度久万高原町国民健康保険事業特別会計補正

予算（第２号） 
住 民 課 

議案第２３号 
令和７年度久万高原町国民健康保険診療所事業特別会

計補正予算（第４号） 

病院事業等

統括事務局 

議案第２４号 
令和７年度久万高原町後期高齢者医療保険事業特別会

計補正予算（第２号） 
住 民 課 

議案第２５号 
令和７年度久万高原町介護保険事業特別会計補正予算

（第４号） 
保健福祉課 

議案第２６号 
令和７年度久万高原町凶荒予備事業特別会計補正予算

（第１号） 
林業戦略課 

議案第２７号 
令和７年度久万高原町立老人保健施設事業会計補正予算

（第１号） 

病院事業等

統括事務局 

議案第２８号 令和８年度久万高原町一般会計予算 総 務 課 

議案第２９号 令和８年度久万高原町国民健康保険事業特別会計予算 住 民 課 

議案第３０号 
令和８年度久万高原町国民健康保険診療所事業特別会計

予算 

病院事業等

統括事務局 

議案第３１号 
令和８年度久万高原町後期高齢者医療保険事業特別会計

予算 
住 民 課 

議案第３２号 令和８年度久万高原町介護保険事業特別会計予算 保健福祉課 

議案第３３号 令和８年度久万高原町訪問看護事業特別会計予算 
病院事業等

統括事務局 

議案第３４号 令和８年度久万高原町凶荒予備事業特別会計予算 林業戦略課 

議案第３５号 令和８年度久万高原町立病院事業会計予算 
病院事業等

統括事務局 

議案第３６号 令和８年度久万高原町立老人保健施設事業会計予算 
病院事業等

統括事務局 

 



 

３ 
 

議案番号 議  案  名 担当課 

議案第３７号 令和８年度久万高原町簡易水道事業会計予算 建 設 課 

議案第３８号 令和８年度久万高原町下水道事業会計予算 建 設 課 

議案第３９号 第３次久万高原町総合計画の策定について 総 務 課 

議案第４０号 久万高原町過疎地域持続的発展計画の策定について 総 務 課 

議案第４１号 久万高原町辺地総合整備計画の策定について 総 務 課 

議案第４２号 
久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」の

指定管理者の指定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第４３号 
久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」の

指定管理者の指定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第４４号 
久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」の

指定管理者の指定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第４５号 
久万高原町農村活性センターみかわの指定管理者の指

定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第４６号 
久万高原町レストラン湖畔やなだにの指定管理者の指

定について 

まちづくり 

戦 略 課 

議案第４７号 久万高原町淡水魚加工施設の指定管理者の指定について 
まちづくり 

戦 略 課 

議案第４８号 小村農産物直売所の指定管理者の指定について 
まちづくり 

戦 略 課 

議案第４９号 町営土地改良事業の施行について 農業戦略課 

議案第５０号 
松山市及び久万高原町における連携中枢都市圏形成に係

る連携協約の一部を変更する連携協約の締結について 
総 務 課 

議案第５１号 
松山市と久万高原町とのごみ処理に係る事務の委託に

関する規約の制定について 
住 民 課 

 



 

４ 
 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき指定さ

れた「専決事項の指定について（平成２４年３月１６日議決）」により、和解及び損

害賠償額の決定について専決処分を行い、議会へ報告するもの。 
 

【内容】 

令和７年１２月５日午後２時頃、久万高原町内の駐車場にて、降車のためドアを開

けた際、ドアが突風にあおられて隣に駐車していた相手車に接触し損傷させたもの。 
 

１ 和解及び損害賠償の相手方 

  松山市南吉田町１４６７番地１ 内海空港通ビル 

  株式会社 メディカルコネクト 
 

２ 和解の趣旨 

  町は、損害賠償金１８１，０４０円を一般財団法人全国自治協会自動車損害

共済により支払うものとすること。 

 

 
報告第 １ 号 損害賠償に係る和解及び損害賠償額の専決処分の 

報告について 

 
 

 

 

令和８年２月８日から９日にかけての大雪による除雪に早急に対応する必要が生

じたため、専決処分したもの。 

 

 
議案第 ４ 号 令和７年度久万高原町一般会計補正予算（専決第５号）

の専決処分について 

 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、公募により選定された下記の者を指定

管理者として指定するもの。 

 

指定管理者の名称：一般社団法人 久万高原町観光協会 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日～令和１３年３月３１日 

 

 
議案第 ３ 号 久万高原町千本高原キャンプ場の指定管理者の指定に

ついて（再議の件） 

 
 

 

提出議案の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 
 

 

 

子ども・子育て支援法等の一部改正（令和６年法律第４７号）及び特定乳児等通

園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第９５号）の施行に伴い、特定

乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準を条例で定めるもの。 
 

【事業内容】 

１ 利用定員に関する基準 

  特定乳児等通園支援事業の適正な実施を確保するため、事業所の利用定員を

明確に定め、適切な受入体制を維持する。 

２ 運営に関する基準 

  事業の内容、職員配置、設備及び運営方法等について必要な基準を定め、法

令に基づく適正な事業運営と、乳幼児及びその保護者が安心して利用できる支

援体制を確保する。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第 ６ 号 久万高原町特定乳児等通園支援事業の運営に関する

基準を定める条例の制定について 

       
 

 

 

令和８年４月からの国民健康保険柳谷診療所開設に伴い、診療所長の報酬等につ

いて条例で定めるもの。 
 

【制定概要（診療所長の身分、支給条件等）】 

１ 身   分：地方公務員法第３条第３項第３号に規定する特別職の職員 

※非常勤 

２ 報酬の額：年額１，６３０万円 

３ 支給時期：毎月 

４ 手当の支給：期末手当、勤勉手当、退職手当その他一切の手当は支給しない。 

５ 勤務時間等：久万高原町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１６年

条例第３３号）に規定する常勤職員の例による。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第 ５ 号 久万高原町国民健康保険柳谷診療所長の報酬等に関する

条例の制定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 

６ 
 

 

 

久万高原町上下水道事業経営審議会の設置にあたり、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき条例で定めるもの。 
 

【制定概要】 

１ 設置の目的 

   簡易水道事業及び下水道事業の経営の透明性を確保するほか、施設の老朽化

や人口減少に伴う料金収入の減といった課題に対応し、専門家や利用者の視点

から客観的な審議を行うことで、将来にわたって持続可能な経営基盤を確立す

るため。 

 

２ 審議会での主な審議内容 

（１）簡易水道事業及び下水道事業の経営及び運営 

（２）水道料金及び下水道使用料 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
議案第 ７ 号 久万高原町上下水道事業経営審議会条例の制定について 

 

 

 

 生産コストの高騰や担い手不足のほか、近年の社会的情勢を鑑み、従来の「拡大・

開発型」の運営から「持続可能・環境保全型」の運営へと転換するとともに、現在

の管理運営体制を見直すため、久万高原町四国カルスト牧場条例（平成１７年条例

第７９号）の全部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 観光や環境保全施策との連携を通じて持続的な維持発展を目指すため、設置

目的を改正。 

２ 令和２年度より休止している大川嶺牧場は、現状を踏まえ供用を停止し、指

定管理者の管理責任範囲及び責任所在の明確化を図る。 

３ 預託料等を「利用料金」へ改め、指定管理者が直接的に現金収入を得られる

仕組みを整え、柔軟な資金運用と自立的経営を促進する。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第 ８ 号 久万高原町四国カルスト牧場条例の制定について 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 
 

 

 
 
 

令和８年４月からの国民健康保険柳谷診療所開設に伴い、久万高原町国民健康保

険診療所条例（平成１６年条例第１２２号）及び久万高原町病院事業等統括事務局

設置条例（平成１８年条例第３号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 久万高原町国民健康保険診療所条例の一部改正 

新たな診療所として「国民健康保険柳谷診療所」を追加。 

２ 久万高原町病院事業等統括事務局設置条例の一部改正 

  病院事業等統括事務局が統括する事業に「国民健康保険柳谷診療所」を追加。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第 ９ 号 久万高原町国民健康保険診療所条例及び久万高原町

病院事業等統括事務局設置条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

 

 

スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）の改正に伴い、久万高原町スポーツ

推進審議会条例（平成２６年条例第４号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 久万高原町スポーツ審議会の所掌事務の追加 

  地方スポーツ推進計画と一体のものとして定めるスポーツに関連する他の

計画を審議することを追加。 
 

施行期日：公布の日 

 

 
議案第１０号 久万高原町スポーツ推進審議会条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 
   

 

 

 

乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正する内閣府令（令

和７年内閣府令第９６号）の施行に伴い、久万高原町乳児等通園支援事業の設備及

び運営に関する基準を定める条例（令和７年条例第１号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

 内閣府令の一部改正に伴う表記の変更及び統一、文言を補う等の補正 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第１１号 久万高原町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定

について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

８ 
 

 

 

 介護保険法施行令の一部を改正する政令（令和７年１２月１７日政令第４２０号）

の施行に伴い、久万高原町介護保険条例（平成１６年条例第１２４号）の一部を改

正するもの。 
 

【改正内容】 

 令和７年度の税制改正に伴い、住民税非課税から課税対象になる第１号被保険

者等については、令和８年度に限り非課税扱いとする特例措置を規定。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第１２号 久万高原町介護保険条例の一部を改正する条例の制

定について 
 

 

 

 昨今の物価上昇等により、施設維持管理等に要する経費の増加と利用者へのより

良いサービスを提供するため、久万高原町姫鶴平コテージ条例（平成１７年条例第

７８号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 利用時間の改正 

指定管理者が町長の承認を得て定めることとし、より実態に即した利用時間

を可能にする。 

 

２ 使用料（料金）の改定 

  １部屋あたりの料金から１人あたりの料金に改定。 

   大人（中学生以上）：１１，０００円 

   小学生：５，５００円 

   ※小学生未満は無料 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第１３号 久万高原町姫鶴平コテージ条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

９ 
 

 

 

 昨今の物価上昇等により、施設維持管理等に要する経費の増加と利用者へのより

良いサービスを提供するため、久万高原町姫鶴荘条例（平成１７年条例第８０号）

の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 利用時間等の改正 

(１)宿泊室の利用時間：指定管理者が町長の承認を得て定める。 

⇒ より実態に即した利用時間を可能にする。 

(２)宿泊室の休憩利用：アーリーチェックイン・レイトチェックアウトとする

ため、休憩利用を中止。 

 

２ 宿泊料金、食事代の改定内容 ※（ ）内は現行料金 

区分 

利用者 
宿泊料 

食事代 

朝食 夕食 

大人 

(中学生以上) 

12,400 円 

(5,600円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

小学生 
5,200 円 

(4,300円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

小学生未満 
0 円 

(3,100円) 

廃止 

(実費) 

※宿泊室の休憩利用及び食事に関する料金は廃止。 

食事代は、条例第９条第２項の規定に基づき、町長の承認を得て定める方法

に改める。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

【アーリーチェックイン、レイトチェックアウトとは】 

○アーリーチェックイン … 通常のチェックイン時間より早い時間にチェックイ

ンし、客室を利用できるサービス 

○レイトチェックアウト … 通常のチェックアウト時間より遅い時間まで客室を

利用できるサービス 

 

 
議案第１４号 久万高原町姫鶴荘条例の一部を改正する条例の制定

について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１０ 
 

 

 

 昨今の物価上昇等により、施設維持管理等に要する経費の増加と利用者へのより

良いサービスを提供するため、久万高原町林業研修センター条例（平成１７年条例

第８７号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 利用時間等の改正 

(１)宿泊室等の利用時間：指定管理者が町長の承認を得て定める。 

⇒ より実態に即した利用時間を可能にする。 

(２)宿泊室の休憩利用：アーリーチェックイン・レイトチェックアウトとする

ため、会議室以外の休憩利用を中止。 

２ 宿泊料金等の改定内容 ※（ ）内は現行料金 

(１)宿泊料金 

（一般） 

区分 

利用者 

宿泊料 食事料 

朝食 夕食 

大人 

（中学生以上） 

10,400 円 

(5,600円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

小学生 
4,200 円 

(4,300円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

小学生未満 
0 円 

(3,100円) 

廃止 

(実費) 
 

（林業研修者） 

区分 

利用者 

宿泊料 食事料 

朝食 夕食 

大人 

（中学生以上） 

6,400 円 

(5,100円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

小学生 2,200 円 

(3,100円) 

廃止 

(900円) 

廃止 

(2,400円) 

※一般利用者、林業研修者ともに、宿泊室の休憩利用及び食事に関する料金は

廃止。なお、食事に関する料金は、条例第９条第２項の規定に基づき、町長の

承認を得て定める方法に改める。 

 

(２) 使用料 次ページ参照 

 
議案第１５号 久万高原町林業研修センター条例の一部を改正する

条例の制定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１１ 
 

(２) 使用料 

（一般） 

区分 

時間 

会議及び宴会・休憩のため利用 

会議室 ４名部屋 ２名部屋 １名部屋 

３時間まで 

基本料金 

7,000 円 

(5,700円) 

利用中止 

(1,700円) 

利用中止 

(1,500円) 

利用中止 

(1,100円) 

３時間超えて

１時間毎 

追加料金 

1,100 円 

(1,100円) 

利用中止 

(900円) 

利用中止 

(600円) 

利用中止 

(500円) 
 

（林業研修者） 

区分 

時間 

会議及び宴会・休憩のため利用 

会議室 ４名部屋 ２名部屋 １名部屋 

３時間まで 

基本料金 

休憩利用のみ 

2,800円 

※改定なし 

利用中止 

(1,700円) 

利用中止 

(1,500円) 

利用中止 

(1,100円) 

３時間超えて

１時間毎 

追加料金 

休憩利用のみ 

600円 

※改定なし 

利用中止 

(900円) 

利用中止 

(600円) 

利用中止 

(500円) 

※一般利用者、林業事業者ともに、宿泊部屋での休憩利用は中止。 
 

（姫鶴キャンプ場施設利用料） 

施設 使用料 備考 

水道 １日 2,500 円 

(１団体１日 500円) 

テント１張りにつき 

車中泊１台につき 

タープ１張りにつき 

※１名あたり５００円を環境整備費として納付（新設） 

※姫鶴グラウンド施設使用料については料金改定なし 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 



 

１２ 
 

 

 

昨今の物価上昇等により、施設維持管理等に要する経費の増加と利用者へのより

良いサービスを提供するため、久万高原町千本高原キャンプ場の設置及び管理に関

する条例（令和元年条例第２２号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

〇使用料の改定内容 ※（ ）内は現行料金 

区分 使用料 備考 

広場 全面 

11,000 円 

(10,000円) 
４時間以内 

22,000 円 

(20,000円) 
１日 

サイト別 

炊事棟・トイレ 

宿泊キャンプ 
5,500 円 

(2,000円) 

１サイトあたり 

（テント１張り・車中泊１台あたり）  

デイキャンプ 
2,200 円 

(1,000円) 

１サイトあたり 

(テント又はタープ１張りあたり) 

 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 

 

施行期日：令和７年４月１日 

 

 
議案第１６号 久万高原町千本高原キャンプ場の設置及び管理に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１３ 
 

 

 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例

の制定に関する基準を定める省令（平成１４年総務省令第２４号）、対象火気設備等

及び対象火気器具等の離隔距離に関する基準（平成１４年消防庁告示第１号）及び火

災予防条例（例）（昭和３６年１１月２２日付け自消甲予発第７３号）の改正に伴い、

久万高原町火災予防条例（平成１７年条例第９号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

１ 簡易サウナ設備関係 

(１)屋外に設けるテント型サウナ室又はバレル型サウナ室の放熱設備で、定格

出力６キロワット以下のものであり、かつ、薪又は電気を熱源とするものを

簡易サウナ設備として定義。 

(２)建築物等及び可燃性の物品との火災予防上安全な距離を規定。 

(３)熱源を遮断することができる手動及び自動の装置の設置。 

※薪を熱源とするものは、消火器を設置することにより代えることができる。 

２ 一般サウナ設備関係 

簡易サウナ設備以外のサウナ設備を一般サウナ設備として定義。 

３ 火を使用する設備等の設置の届出 

簡易サウナ設備の設置においては、届出が必要であることを規定。 

４ 住宅における火災の予防の推進 

住宅における火災の予防を推進するための施策に感震ブレーカーの普及促進

を明記。 

 

施行期日：令和８年３月３１日 

 

 
議案第１７号 久万高原町火災予防条例の一部を改正する条例の制

定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１４ 
 

 

 

近年の物価及び人件費の高騰により、本町所有の建設残土処理場の施設管理にかか

る費用が増大しており、適正な施設の管理運営を行うため、久万高原町建設残土処理

場管理条例（令和２年条例第１８号）の一部を改正するもの。 
 

【改正内容】 

（１）使用料の改定内容 ※（ ）内は現行料金 

区  分 
猪伏地区 

公共残土処理場 

菅生地区 

公共残土処理場 

設計書による場合 

（１立方メートル当り） 

2,200 円 

(1,100円) 

3,300 円 

(2,200円) 

車両種別料金 

（１台当り） 

２ｔ車 
2,420 円 

(1,210円) 

3,630 円 

(2,420円) 

４ｔ車 
4,840 円 

(2,420円) 

7,260 円 

(4,840円) 

１０ｔ車 
12,100 円 

(6,050円) 

18,150 円 

(12,100円) 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第１８号 久万高原町建設残土処理場管理条例の一部を改正す

る条例の制定について 
 

 

 

災害時における水道管の復旧体制の強化及び水道料金の負担の公平性を確保する

ため、久万高原町給水条例（平成１６年条例第１７３号）の一部を改正するもの。 

 

【改正内容】 

１ 給水装置工事を施行する者の範囲を拡大 

   災害その他非常時に町長が認める場合に限り、他市町村長又は他市町村長が

指定した給水装置工事事業者を追加。 

２ 水道料金の用途区分の適用対象業種を明記 

   従量制料金のうち一般用、営業用等の用途区分について、適用対象業種を明記。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第１９号 久万高原町給水条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１５ 
 

 

 

 

 

・補正予算の概要 参照 

 

 
議案第２１号 令和７年度久万高原町一般会計補正予算（第８号） 

               ～ 

議案第２７号 令和７年度久万高原町立老人保健施設事業会計補正

予算（第１号） 
 

 

 

 

・当初予算の概要 参照 

 

 
議案第２８号 令和８年度久万高原町一般会計予算 

               ～ 

議案第３８号 令和８年度久万高原町下水道事業会計予算 
 

 

 

建物の老朽化や施設管理に係る人的及び金銭的な負担の増大のため、久万高原町

渓泉亭条例（平成１９年条例第５５号）を廃止するもの。 
 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第２０号 久万高原町渓泉亭条例を廃止する条例の制定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１６ 
 

 

 

現行の総合計画および総合戦略が、令和７年度末をもって計画期間が終了すること

に伴い、第３次久万高原町総合計画を策定するため、地方自治法第９６条第２項の規

定に基づく「議会の議決すべき事件を定める条例」の規定により提案するもの。 
 

【計画期間】 

基本構想：令和８年度～令和１７年度 

基本計画：前期 令和８年度～令和１２年度、後期 令和１３年度～令和１７年度 
 

【目指す将来像】 

森と人が編む、恵みの環（わ）－ウッドスクエア久万高原－ 
 

【施策の目指す姿】 

築（きずく）・・・ まちづくり体制の基礎をつくる 

栄（さかえる）・・ 地域の力で糧と誇りをつくり出す 

栞（しおり）・・・ 人生のページにそっと寄り添う 

植（うえる）・・・ まちを未来につなぐ人を育てる 

構（かまえる）・・ 暮らしを守り、有事に備える 
 

【本計画の趣旨】 

 本町では、人口減少や少子高齢化の進展に加え、基幹産業である農林業や今後

の成長が期待される産業の基盤強化など、山積する諸課題に対し早急に対策を講

ずるため、国の「地域未来戦略」を的確に捉えた新たな総合計画を策定し、町政

の指針を明確に示す。 

 

【財源措置】 

 地方公共団体の自主性と創意工夫に基づく、地域の多様な主体の参画を通じた

地方創生に資する地域の独自の事業に取り組むため、地域未来交付金を活用する。 

 

【地域未来戦略との連動】 

国が閣議決定した地域未来戦略を見据えた計画であり、次年度から推し進める

地域未来戦略に合わせ施策を推進していくための計画でもある。 

 
議案第３９号 第３次久万高原町総合計画の策定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１７ 
 

 

 

本町の過疎地域持続的発展計画について、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法（令和３年法律第１９号）第８条の規定に基づき、新たな計画を策定するもの。 
 

【計画期間】 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日（５カ年） 
 

【主な事業計画】 

・町道千本線改良工事            Ｒ８～Ｒ１０ 

・町道上野尻線改良工事           Ｒ８ 

・上林トンネル改修工事負担金        Ｒ８～Ｒ１０ 

・浄水設備更新工事             Ｒ８～Ｒ１２ 

・環境衛生センター車両保管庫整備      Ｒ８ 

・小型動力ポンプ付積載車整備        Ｒ８～Ｒ１２ 

・老人保健施設あけぼの屋上雨漏り修繕工事  Ｒ８ 

・医療機器整備事業             Ｒ８～Ｒ１２ 

・高齢者移動支援事業            Ｒ８～Ｒ１２ 

・予防接種事業               Ｒ８～Ｒ１２ 
 

【主な過疎債対象施設】 

インフラ整備（交通・生活・公共施設等）、車両整備（一般廃棄物運搬車、消防車

両等）、過疎地域持続的発展特別事業（ソフト事業）  など 
 

【過疎債充当率】 

対策事業費の１００％、交付税算入率は元利償還金の７０％ 

 

 
議案第４０号 久万高原町過疎地域持続的発展計画の策定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１８ 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定する施設名：総合管理室、農産物等直売所、地域食材供給レストラン、

地域資源加工販売施設、多目的広場 

指定管理者の名称：株式会社さんさん久万高原 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１０年３月３１日 

 

 
議案第４２号 久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」

の指定管理者の指定について 
 

 

 

本町の辺地総合整備計画について、現行計画の期間が今年度末で終了するため、

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和

３７年法律第８８号）第３条の規定に基づき策定するもの。 
 

【新たに策定する期間】 

令和８年４月１日から令和１３年３月３１日（５カ年） 
 

【策定する辺地】 

黒藤川辺地（森林基盤道長崎明神山線） 

西谷辺地（町道四国カルスト高原線ほか） 

中津辺地（林道湖畔線ほか）  の３辺地 

※辺地の要件 

地域の中心を含む５㎢以内の面積の中に５０人以上の人口を有し、辺地度点数

が、１００点以上であること。 

※辺地度点数（へんぴな程度の基準） 

辺地の中心地から主要な施設（学校、病院、役場など）までの距離に規定の単

位距離を乗じた点数や、定期バスの往復回数により算出した点数 
 

【主な辺地債対象施設】 

町道・橋りょう、農林道、電気通信に関する施設、へき地集会室、寄宿舎、 

教職員住宅、スクールバス・ボート、学校給食施設・設備、公民館その他集会施設、 

下水道処理のための施設、消防施設、母子保健センター、診療施設、簡易水道施設、 

地場産業振興施設、観光レクリエーション施設 等 

 

【辺地債充当率】 

対象事業費の１００％、交付税算入率は元利償還金の８０％（過疎７０％） 

 

 

 
議案第４１号 久万高原町辺地総合整備計画の策定について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１９ 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定する施設名：地域食材展示即売施設 

指定管理者の名称：株式会社さんさん久万高原 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１０年３月３１日 

 

 
議案第４３号 久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」

の指定管理者の指定について 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定する施設名：地域情報提供室、体験展示研修室 

指定管理者の名称：一般社団法人久万高原町観光協会 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１０年３月３１日 

 

 
議案第４４号 久万高原町交流拠点施設道の駅「天空の郷さんさん」

の指定管理者の指定について 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定管理者の名称：株式会社みかわ 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１０年３月３１日 

 

 
議案第４５号 久万高原町農村活性センターみかわの指定管理者の指

定について 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定管理者の名称：一般財団法人柳谷産業開発公社 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１３年３月３１日 

 

 
議案第４６号 久万高原町レストラン湖畔やなだにの指定管理者の指

定について 
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現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定管理者の名称：一般財団法人柳谷産業開発公社 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１３年３月３１日 

 

 
議案第４７号 久万高原町淡水魚加工施設の指定管理者の指定について 
 

 

 

現在の指定管理者の指定期間満了に伴い、当該施設の指定管理者として管理運

営実績のある下記の者を引き続き指定管理者として指定するもの。 

 

指定管理者の名称：西谷農産物直売所運営委員会 

指 定 の 期 間：令和８年４月１日から令和１３年３月３１日 

 

 
議案第４８号 小村農産物直売所の指定管理者の指定について 
 

 

 

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第２項の規定により、

土地改良事業を行う場合には議会の議決を要することから、計画の概要について

提案するもの。 

【事業概要】 

１ 事業主体  久万高原町 

２ 事業名   県単独補助土地改良事業（かんがい排水）上本組地区 

３ 所在地   久万高原町上黒岩 

４ 工種    農業用用排水施設 

５ 事業量   Ｌ＝１４０ｍ 

６ 予定事業費 ５，６００，０００円 

７ 予定工期  着工 令和８年度  完成 令和８年度 

 

 
議案第４９号 町営土地改良事業の施行について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２１ 
 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第４項の規定によりその

例によることとされる第１項の規定に基づき、平成２８年７月８日に締結した松山

市及び久万高原町における連携中枢都市圏形成に係る連携協約の一部を変更する連

携協約を締結するもの。 

※伊予市、東温市、松前町、砥部町もそれぞれ松山市と連携協約を締結予定。 
 

【連携事業の推進体制等】 

本協約を基に、参加市町による連名で、取組ごとに協定書を作成する。取組は

松山市が中心となり、連携市町が協議し進める。事業費及び負担金については、

それぞれ取組に参加する市町の協議にて決定。 

 

【財源措置】 

 連携に係る事業の一般財源については、特別交付税の対象。 

松山市と連携する市町の特別交付税対象事業費の上限は１,５００万円。 
 

連携中枢都市圏構想の概要 

人口減少・少子高齢社会に対応し、地方の持続的な活力を確保するため、総務

省が平成２６年度から推進する広域連携政策。 

相当規模と中核性を有する中心都市が近隣市町村と連携し、集約とネットワー

ク化を通じて、経済成長のけん引、高次都市機能の集積・強化、生活関連サービ

スの向上を図り、圏域全体で安定した社会経済構造の維持を目指すもの。 
 

※松山市との連携協約は平成２８年度から連携しており、今回が３期目の協約。 

 

 
議案第５０号 松山市及び久万高原町における連携中枢都市圏形成に係る

連携協約の一部を変更する連携協約の締結について 
 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第１項の規定により、

ごみ処理に係る事務に関し、松山市との協議により次のとおり規約を定め、事務の

一部を委託するもの。 

 

【規約の内容】 

 １ 松山市へ事務を委託する範囲 

(１)松山市のごみ処理施設に搬入される可燃ごみ及び粗大ごみの処理に関する

事務 

(２)可燃ごみ及び粗大ごみの処理に伴って生じる残さの処理に関する事務 

 ２ 経費の負担 

  (１)委託事務の管理及び執行に要する経費は久万高原町が負担。 

 

施行期日：令和８年４月１日 

 

 
議案第５１号 松山市と久万高原町とのごみ処理に係る事務の委託に関

する規約の制定について 
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　第１　予算規模

増減額

補 正 後
予 算 額 ①－②

① ② ③
③／②
×100

1 10,044,749 2,000 △ 215,643 9,831,106 10,249,985 △ 418,879 △ 4.1％

2 1,026,166 △ 6,520 1,019,646 1,073,957 △ 54,311 △ 5.1％

3 43,080 △ 1,902 41,178 60,955 △ 19,777 △ 32.4％

4 175,591 △ 4,550 171,041 182,450 △ 11,409 △ 6.3％

5 1,929,377 △ 23,804 1,905,573 1,907,773 △ 2,200 △ 0.1％

6 47,526 47,526 52,985 △ 5,459 △ 10.3％

7 13,040 △ 7,580 5,460 14,030 △ 8,570 △ 61.1％

8 － 3,183 △ 3,183 皆減

3,234,780 △ 44,356 3,190,424 3,295,333 △ 104,909 △ 3.2％

収 益 的
収 支

1,068,353 1,068,353 999,087 69,266 6.9％

資 本 的
収 支

54,846 54,846 149,884 △ 95,038 △ 63.4％

収 益 的
収 支

366,719 1,270 367,989 341,966 26,023 7.6％

資 本 的
収 支

43,907 43,907 36,490 7,417 20.3％

収 益 的
収 支

377,552 377,552 384,987 △ 7,435 △ 1.9％

資 本 的
収 支

303,376 303,376 395,371 △ 91,995 △ 23.3％

収 益 的
収 支

412,518 412,518 377,790 34,728 9.2％

資 本 的
収 支

212,563 212,563 271,177 △ 58,614 △ 21.6％

2,839,834 1,270 2,841,104 2,956,752 △ 115,648 △ 3.9％

16,119,363 2,000 △ 258,729 15,862,634 16,502,070 △ 639,436 △ 3.9％

2月10日
専決予算

凶 荒 予 備 事 業 特 別 会 計

合 計

注：事業会計の資本的収支予算は、支出額を計上しています。

特 別 会 計 小 計

町 立 病 院 事 業 会 計

町 立 老 人 保 健 施 設
事 業 会 計

簡 易 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

事 業 会 計 小 計

分譲宅地造成事業特別会計

一 般 会 計

訪 問 看 護 事 業 特 別 会 計

国 民健 康 保 険 診 療所 事業
特 別 会 計

後 期高 齢 者 医 療 保険 事業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

国民健康保険事業特別会計

（単位：千円）

区 分

令和７年度

前年度同期
予　算　額

増減率
補 正 前
予 算 額

３月
補正予算
（案）

 

令和７年度３月補正予算の概要 
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第２ 令和７年度久万高原町一般会計補正予算（第８号） 

歳入歳出補正 

総額 2 億 1,564 万 3 千円の減額補正で、累計 98 億 3,110 万 6 千円となりま

す。 

 

＜主な歳出予算＞ ●：増減 1,000万円以上 特定財源を青字で記載 

 

１款 議会費 331 万円減額 （累計 7,745 万 7 千円） 

1 款-1項-1目【議会事務局】 

 ○議員の費用弁償を減額します。（△130万円） 

 

２款 総務費 2,283 万 7 千円減額 （累計 18 億 8,443 万 8 千円） 

2 款-1項-3目【総務課】 

●財政調整基金積立金（菅生地区公共残土処理場使用料）を増額します。 

（1,804万円）使用料 1,804万円 

○財政調整基金積立金（宅地分譲収入）を減額します。 

（△274万 8千円）財産収入△274万 8千円 

○財政調整基金預金利子積立金を増額します。 

（296万 9千円）財産収入 296 万 9千円 

●減債基金積立金を計上します。（1,637万円） 

2 款-1項-5目【総務課】 

○旧柳谷保健センター高圧機器取替工事請負費を減額します。 

（△481万 5千円） 

2 款-1項-6目【まちづくり戦略課】 

○オープンデータ推進業務委託料を減額します。（△120万円）国費△60万円 

2 款-1項-10 目【まちづくり戦略課】 

●ふるさと久万応援寄附募集事業（ふるさと納税）に係る費用を減額します。 

（△1,295万 5千円）寄附金△1,295万 5千円 

○ガバメントクラウドファンディング補助金を減額します。 

（△100万円）寄附金△100万円 

○地域おこし協力隊事業費を減額します。（△205万円） 

2 款-1項-16 目【総務課】 

○出先拠点庁内 LAN無線環境導入業務委託料を減額します。（△200万円） 

○情報系パソコン購入費を減額します。（△190万円） 

○市町業務標準化事業負担金を減額します。（△274万 8千円） 

2 款-1項-20 目【まちづくり戦略課】 

●移住定住対策費を減額します。（△1,270万円）国費△400万円 
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2 款-2項-2目【住民課】 

○災害に係る住家の被害認定調査支援システム構築業務委託料を減額しま

す。（△245万円）国費△163万 3千円 

○定額減税補足給付金を減額します。（△259万円）国費△259万円 

2 款-3項-1目【住民課】 

○戸籍法改正仮振り仮名通知業務委託料を減額します。 

（△189万 3千円）国費△189万 3千円 

○法改正に伴う戸籍システム改修業務委託料を計上します。 

（467万 5千円）国費 257 万 4千円 

2 款-4項-3目【総務課】 

○町議会議員選挙に要する経費を減額します。（△887万 3千円） 

2 款-4項-4目【総務課】 

○参議院議員選挙に要する経費を減額します。 

（△269万 3千円）県費△269万 3千円 

 

３款 民生費 4,564 万 3 千円減額 （累計 19 億 9,124 万 1 千円） 

3 款-1項-2目【住民課】 

○後期高齢者医療保険事業特別会計繰出金を減額します。 

（△595万円）県費△364万 1千円 

3 款-1項-2目【保健福祉課】 

○交通利用券の利用増加に伴い、報償費を増額します。（301万 9千円） 

○おもご高齢者生活支援ハウストイレタイル修繕料を減額します。 

（△130万円） 

○老人ホーム老人保護措置費を減額します。 

（△681万円）分担金△89万 2千円 

○介護保険事業特別会計繰出金を減額します。（△976万 9千円） 

3 款-1項-2目【病院等統括事務局】 

○老人保健施設事業会計繰出金を増額します。（127万円） 

3 款-1項-3目【保健福祉課】 

○人工透析患者送迎車両購入費用を減額します。 

（△500万円）基金△500万円 

○障害福祉サービス費を増額します。 

（571万 6千円）国費 285 万 8千円、県費 142万 9千円 

3 款-1項-7目【保健福祉課】 

○ささゆり荘管理運営事業費を減額します。 

（△350万円）負担金△52万 8千円 

3 款-2項-1目【保健福祉課】 

○出産世帯応援事業補助金を減額します。（△120万円）県費△60万円 
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3 款-2項-2目【保健福祉課】 

●児童手当費を減額します。 

（△2,000万円）国費△1,555万 6千円、県費△222万 3千円 

  

４款 衛生費 2,032 万 5 千円減額 （累計 10 億 3,719 万 9 千円） 

4 款-1項-1目【保健福祉課】 

○妊婦・乳児一般健診業務委託料を減額します。（△170万円） 

4 款-1項-2目【保健福祉課】 

○帯状疱疹予防接種業務委託料（法定分）を減額します。（△121万6千円） 

○新型コロナウイルスワクチン接種業務委託料（法定分）を減額します。

（△355万2千円） 

○乳幼児・児童予防接種業務委託料を減額します。（△401万3千円） 

4 款-1項-3目【総務課】 

●環境保全基金積立金を計上します。（1,529万9千円） 

4 款-1項-5目【保健福祉課】 

○保健センター空調機器更新費用を減額します。（△100万5千円） 

4 款-2項-1目【住民課】 

○有料ごみ袋、資源ごみ袋の作成に係る費用を減額します。（△300万円） 

○一般廃棄物収集運搬車（パッカー車）及び監視カメラの整備に係る費用を

減額します。（△400万円）過疎債△270万円 

●一般廃棄物処分業務委託料を減額します。（△1,200万円） 

 

６款 農林水産業費 5,200 万 8 千円減額 （累計 11 億 3,848 万 8 千円） 

6 款-1項-3目【農業戦略課】 

○鳥獣被害防止総合対策事業補助金を減額します。 

（△600万円）県費△600万円 

○農業公園研修生研修補助金を減額します。（△300万円）基金△150万円 

○農業機械施設整備事業補助金を減額します。 

（△259万 1千円）基金△129万 6千円 

●新規就農者育成総合対策補助金を減額します。 

（△1,265万円）県費△1,265万円 

○定年等新規就農者支援事業補助金を減額します。 

（△120万円） 

○中山間地域等直接支払交付金を減額します。 

（△440万円）県費△333万 5千円 

○新規就農者農業用施設整備資金貸付金を減額します。 

（△379万円）基金△379万円 
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6 款-1項-5目【農業戦略課】 

○大寄地区環境概査業務委託料を減額します。（△100万円） 

○農道橋点検業務委託料を減額します。（△276万円） 

○砥石場水路測量設計委託料を減額します。（△160万円）分担金△8万円 

○宮成水路測量設計委託料を減額します。（△150万円）分担金△25万円 

○農業用施設維持管理業務委託料を増額します。（592万 9千円） 

○農道沢渡宮前線舗装修繕工事を行います。（102万 8千円） 

○槇の川排水路改修工事を行います。（146万 3千円）分担金 7万 3千円 

○農道沖線改良工事請負費を減額します。（△130万円） 

6 款-2項-2目【林業戦略課】 

●合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業補助金を計上し

ます。（1,610万円）県費 1,610万円 

○木造住宅支援事業補助金を減額します。（△200万円） 

●木材加工流通施設整備事業補助金を減額します。（△2,178万 6千円） 

○森林資源活用促進事業補助金を減額します。（△100万円） 

6 款-2項-3目【林業戦略課】 

○林道トマリダキ線残土処理場整備業務委託料を増額します。（200万円） 

○林道野地線神山橋測量設計委託料を減額します。 

（△170万円）県費△90万円、辺地債△80万円 

○林道舗装修繕工事請負費を減額します。（△200万円） 

 

７款 商工費 720 万 3 千円減額 （累計 2 億 8,938 万 5 千円） 

7 款-1項-1目【まちづくり戦略課】 

○魅力ある産業づくり・起業者支援事業補助金を減額します。（△400万円） 

7 款-1項-2目【まちづくり戦略課】 

○産地形成促進施設売店及びバス待合所のエアコン整備に係る費用を減額し

ます。（△103万 9千円） 

  

８款 土木費 2,109 万 3 千円減額 （累計 7 億 1,383 万 2 千円） 

8 款-1項-1目【建設課】 

○町所管建築事業等実施業務委託料を減額します。（△147万9千円） 

8 款-2項-3目【建設課】 

○社会資本整備総合交付金事業（道路新設改良）に係る経費を減額します。 

（△995万円）国費△614万3千円、過疎債△410万円 

8 款-2項-4目【建設課】 

○町道橋梁補修工事請負費を増額します。（153万 5千円） 

8 款-5項-1目【建設課】 

○渋草団地外壁等改修工事請負費及び監理委託料を減額します。 
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（△929万 4千円）国費△375万 8千円、公営住宅債△510万円 

 

９款 消防費 153 万 4 千円減額 （累計 4 億 7,576 万 1 千円） 

9 款-1項-1目【消防本部】 

○新規採用吏員の被服及び装備品に係る費用を減額します。 

（△163万3千円） 

  

１０款 教育費 4,169 万円減額 （累計 10 億 122 万 3 千円） 

10 款-1項-2 目【教育委員会】 

○教育用グループウエア・連絡ツール手数料を減額します。（△100万円） 

○GIGAスクール用端末一式の購入に係る費用を減額します。（△430万 5千円） 

○GIGA スクール用端末付属品の購入に係る費用を減額します。（△320 万円） 

10 款-1項-2 目【総務課】 

○子どもの成長応援基金積立金を増額します。（100万円）寄附金 100万円 

10 款-1項-4 目【教育委員会】 

○公営塾運営支援業務委託料を減額します。（△160万円） 

○上浮穴高等学校振興対策協議会補助金を減額します。（△126万円） 

○上浮穴高等学校海外林業研修費補助金を減額します。（△203万8千円） 

10 款-2項-2 目【教育委員会】 

●小学校校務用パソコンリース料を減額します。（△1,582万5千円） 

○中学校校務用パソコンリース料を減額します。（△775万9千円） 

 

１１款 災害復旧費 増減 0 円 （累計 1 億 9,212 万 8 千円） 

11 款-1項-1 目【農業戦略課】 

○農業用用排水路修繕業務委託料を増額します。（100万円） 

11 款-1項-2 目【林業戦略課】 

○林道向山線災害復旧業務委託料を増額します。（310万円） 

○災害復旧測量設計委託料を減額します。（△310万円） 

 

 

＜主な歳入予算＞ ●：増減 1,000万円以上 

 

１３款 分担金及び負担金 207 万 4 千円減額 （累計 5,319 万 7 千円） 

○老人保護措置費負担金を減額します。（△142万円） 

 

１４款 使用料及び手数料 1,601 万 8 千円増額 （累計 1 億 7,180 万 3 千円） 

 ○四国カルスト牧場放牧預託料を減額します。（△207万 2千円） 

●菅生地区公共残土処理場使用料を増額します。（1,804万円） 
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１５款 国庫支出金 3,622 万 3 千円減額 （累計 9 億 6,019 万 6 千円） 

○障害者介護給付費負担金を増額します。（285万 8千円） 

●児童手当負担金を減額します。（△1,555万 6千円） 

○新しい地方経済・生活環境創生交付金を減額します。（△223万 3千円） 

○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を減額します。（△259万円） 

○社会資本整備総合交付金事業費補助金（民間住宅）を減額します。 

（△400万円） 

○社会資本整備総合交付金事業費補助金（町道）を減額します。 

（△614万 3千円） 

○社会資本整備総合交付金事業費補助金（公営住宅）を減額します。 

（△900万 8千円） 

 

１６款 県支出金 711 万 8 千円減額 （累計 5 億 8,250 万 5 千円） 

○後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金を減額します。（△364万1千円） 

○障害者介護給付費負担金を増額します。（142万 9千円） 

○児童手当負担金を減額します。（△222万 3 千円） 

○中山間地域等直接支払交付金を減額します。（△333万 5千円） 

○鳥獣被害防止総合対策事業費補助金を減額します。（△600万円） 

●新規就農総合支援事業費補助金を減額します。（△1,329万 2千円） 

●合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業交付金を計上

します。（1,610万円） 

○農山漁村地域整備交付金事業補助金を減額します。（△412万 5千円） 

○森林環境保全整備事業補助金を増額します。（291万 5千円） 

○農地農業用施設災害復旧費補助金を増額します。（832万 3千円） 

○林業用施設災害復旧費補助金を増額します。（209万 9千円） 

○参議院議員選挙費委託金を減額します。（△269万 3千円） 

 

１７款 財産収入 1,950 万 2 千円増額 （累計 5,400 万円） 

 ○分収林貸付収入を増額します。（130万円） 

 ○財政調整基金預金利子を増額します。（296万 9千円） 

○土地売払代金を減額します。（△274万 8千円） 

●立木売払収入を増額します。（1,730万円） 

 

１８款 寄附金 2,900 万円減額 （累計 5,550 万円） 

 ●ふるさと久万高原応援寄附金を減額します。（△3,000万円） 

 ○教育費寄附金を増額します。（100万円） 
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１９款 繰入金 1 億 658 万 5 千円減額 （累計 7 億 6,271 万 7 千円） 

●財政調整基金繰入金を減額します。（△9,438万円） 

○農林業担い手育成確保対策事業地域振興基金繰入金を減額します。 

（△670万 5千円） 

○地域福祉基金繰入金を減額します。（△500万円） 

 

２１款 諸収入 186 万 3 千円減額 （累計 1 億 4,967 万 2 千円） 

 ○学校給食費（久万）を減額します。（△165万 6千円） 

 

２２款 町債 6,830 万円減額 （累計 5 億 2,170 万円） 

●過疎対策事業債を減額します。（△1,470万円） 

○辺地対策事業債を減額します。（△750万円） 

○公営住宅建設事業債を減額します。（△510万円） 

○緊急防災・減災事業債を減額します。（△180万円） 

●災害復旧事業債を減額します。（△3,920万円） 

  

 

 

第３ 令和７年度久万高原町特別会計補正予算 

国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

歳入歳出補正 

総額 652万円の減額補正で、累計 10億 1,964万 6千円となります。 

 

○歳出の主な内容は、次のとおりです。 

・国民健康保険診療所事業特別会計繰出金を減額します。（△659万円） 

 

 ○歳入の主な内容は、次のとおりです。 

・特別調整交付金を減額します。（△659万円） 

 

 

国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第４号） 

歳入歳出補正 

総額 190万 2千円の減額補正で、累計 4,117 万 8千円となります。 

 

○歳出の主な内容は、次のとおりです。 

・父二峰診療所の医薬材料費を減額します。（△150万円） 
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 ○歳入の主な内容は、次のとおりです。 

・父二峰診療所の一般会計繰入金を減額します。（△190万円） 

・父二峰診療所の前年度繰越金を増額します。（107万円） 

・面河診療所の一般会計繰入金を増額します。（121万円） 

・面河診療所の事業勘定繰入金を減額します。（△592万円） 

・面河診療所の前年度繰越金を増額します。（391万円） 

 

 

後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第２号） 

歳入歳出補正 

総額 455万円の減額補正で、累計 1億 7,104 万 1千円となります。 

 

○歳出の内容は、次のとおりです。 

・後期高齢者医療広域連合納付金を減額します。（△455万円） 

 

 ○歳入の内容は、次のとおりです。 

  ・現年度分普通徴収保険料を増額します。（140万円） 

  ・一般会計繰入金を減額します。（△595万円） 

 

 

介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

歳入歳出補正 

総額 2,380万 4千円の減額補正で、累計 19 億 557万 3千円となります。 

 

○歳出の主な内容は、次のとおりです。 

・介護保険システム改修業務委託料を減額します。（△285万 6千円） 

・介護予防支援事業費を減額します。（△195万円） 

・地域密着型介護サービス給付費を増額します。（700万円） 

・居宅介護福祉用具購入費を減額します。（△100万円） 

・居宅介護住宅改修費を減額します。（△180万円） 

・居宅介護サービス計画給付費を増額します。（100万円） 

・介護予防住宅改修費を減額します。（△162万円） 

・高額介護サービス費を減額します。（△410万円） 

・高額医療合算介護サービス費を減額します。（△400万円） 

・特定入所者介護サービス費を減額します。（△500万円） 

・訪問介護相当サービス費を減額します。（△190万円） 

・成年後見制度利用支援事業費を減額します。（△180万円） 
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・介護サービス相談員派遣事業費を減額します。（△263万円） 

 

 ○歳入の主な内容は、次のとおりです。 

  ・現年度分介護給付費財政調整交付金を増額します。（119万 9千円） 

・現年度分地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）を減額します。 

（△155万 8千円） 

・現年度分介護保険事業費補助金を減額します。（△142万 9千円） 

・現年度分介護給付費交付金を減額します。（△754万 6千円） 

・現年度分介護給付費県費負担金を減額します。（△381万 3千円） 

・一般会計繰入金を減額します。（△976万 9千円） 

 

 

凶荒予備事業特別会計補正予算（第１号） 

歳入歳出補正 

総額 758万円の減額補正で、累計 546万円となります。 

 

 ○歳出の主な内容は、次のとおりです。 

  ・皆伐施業地植栽負担金を減額します。（△200万円） 

  ・奨学資金貸付金を減額します。（△432万円） 

 

 ○歳入の主な内容は、次のとおりです。 

  ・前年度繰越金を減額します。（△808万 2千円） 

 

 

 

第４ 令和７年度久万高原町事業会計補正予算 

老人保健施設事業会計補正予算（第１号） 

１ 収益的収入及び支出 

  収入及び支出の予定額は、127万円の増額補正で、累計 3 億 6,798万 9千円

となります。 

 

 ○支出の内容は、次のとおりです。 

 ・施設事業費用のうち給与費を増額します。（127万円） 

 

 ○収入の内容は、次のとおりです。 

 ・施設事業収益の施設運営事業外収益を増額します。（127万円） 
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 第１　予算規模
（単位：千円）

1 9,279,101 9,077,177 △ 201,924 △ 2.2％

2 1,025,771 1,017,680 △ 8,091 △ 0.8％

3 47,096 90,094 42,998 91.3％

4 183,896 200,882 16,986 9.2％

5 1,761,100 1,763,393 2,293 0.1％

6 47,526 44,630 △ 2,896 △ 6.1％

7 13,040 11,190 △ 1,850 △ 14.2％

3,078,429 3,127,869 49,440 1.6％

収益的 収支 1,047,343 1,025,442 △ 21,901 △ 2.1％

資本的 収支 48,987 65,203 16,216 33.1％

収益的 収支 366,719 369,339 2,620 0.7％

資本的 収支 36,163 42,380 6,217 17.2％

収益的 収支 377,307 373,864 △ 3,443 △ 0.9％

資本的 収支 303,376 294,437 △ 8,939 △ 2.9％

収益的 収支 411,602 407,523 △ 4,079 △ 1.0％

資本的 収支 212,563 201,828 △ 10,735 △ 5.1％

2,804,060 2,780,016 △ 24,044 △ 0.9％

15,161,590 14,985,062 △ 176,528 △ 1.2％

会 計
令和7年度
当初予算

①

令和8年度
当初予算
(案)　②

比較増減
②－①
③

対前年度比率
③／①×100

特 別 会 計 小 計

当 初 予 算 合 計

注：事業会計の資本的収支の予算は、支出額を計上しています。

訪 問 看 護 事 業 特 別 会 計

凶 荒 予 備 事 業 特 別 会 計

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

国 民健 康 保 険診 療所 事業 特 別 会計

後 期高 齢 者 医療 保険 事業 特 別 会計

事 業 会 計 小 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

町 立 病 院 事 業 会 計

町立老人保健施設事業会計

簡 易 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

令和８年度当初予算の概要  
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（歳入） （単位：千円）

令和7年度
当初予算

令和8年度
当初予算(案)

構成率 比較増減

1 町税 871,496 876,234 9.7% 4,738

2 地方譲与税 371,760 359,954 4.0% △ 11,806

3 利子割交付金 300 450 0.0% 150

4 配当割交付金 3,000 4,000 0.0% 1,000

5 株式等譲渡所得割交付金 2,500 4,000 0.0% 1,500

6 法人事業税交付金 10,000 18,000 0.2% 8,000

7 地方消費税交付金 175,000 180,000 2.0% 5,000

8 ゴルフ場利用税交付金 15,000 15,000 0.2% 0

9 環境性能割交付金 7,000 1,000 0.0% △ 6,000

10 地方特例交付金 1,800 14,442 0.2% 12,642

11 地方交付税 4,600,000 4,624,500 50.9% 24,500

12 交通安全対策特別交付金 1,000 1,000 0.0% 0

13 分担金及び負担金 36,914 52,032 0.6% 15,118

14 使用料及び手数料 155,785 170,484 1.9% 14,699

15 国庫支出金 789,166 639,943 7.0% △ 149,223

16 県支出金 547,143 553,401 6.1% 6,258

17 財産収入 32,985 45,815 0.5% 12,830

18 寄附金 74,000 80,000 0.9% 6,000

19 繰入金 867,317 829,027 9.1% △ 38,290

20 繰越金 100,000 100,000 1.1% 0

21 諸収入 153,535 112,595 1.2% △ 40,940

22 町債 463,400 395,300 4.4% △ 68,100

9,279,101 9,077,177 100.0% △ 201,924

令和8年度一般会計当初予算(案)　歳入款別集計表

款

合　　　　　　　計

町税

9.7%

地方譲与税

4.0%
その他交付金

1.3%

地方消費税交付金

2.0%
ゴルフ場利用税交付

金

0.2%

地方交付税

50.9%

分担金及び負担金

0.6%

使用料及び手数料

1.9%

国庫支出金

7.0%

県支出金

6.1%

寄附金

0.5% 繰入金

9.1%

繰越金

1.1% 諸収入

1.2% 町債

4.4%
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（歳出） （単位：千円）

令和7年度
当初予算

令和8年度
当初予算(案)

構成率 比較

1 議会費 79,304 76,665 0.8% △ 2,639

2 総務費 1,682,519 1,523,095 16.8% △ 159,424

3 民生費 1,962,877 2,061,120 22.7% 98,243

4 衛生費 1,016,778 1,091,804 12.0% 75,026

6 農林水産業費 1,085,794 1,072,492 11.8% △ 13,302

7 商工費 287,621 232,212 2.6% △ 55,409

8 土木費 656,892 595,583 6.6% △ 61,309

9 消防費 459,125 478,970 5.3% 19,845

10 教育費 1,011,837 938,745 10.3% △ 73,092

11 災害復旧費 6,500 6,500 0.1% 0

12 公債費 1,019,854 989,991 10.9% △ 29,863

14 予備費 10,000 10,000 0.1% 0

9,279,101 9,077,177 100.0% △ 201,924

令和8年度一般会計当初予算(案)　歳出款別集計表

款

合　　　　　　　計

議会費

0.8%
総務費

16.8%

民生費

22.7%

衛生費

12.0%
農林業水産業費

11.8%
商工費

2.6%

土木費

6.6%

消防費

5.3%

教育費

10.3%

災害復旧費

0.1%

公債費

10.9%
予備費

0.1%
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（単位：千円）

区　　　　　分
令和7年度
当初予算

令和8年度
当初予算(案)

構成率 比較

人 件 費 2,369,508 2,397,507 26.4% 27,999

物 件 費 1,789,701 1,627,082 17.9% △ 162,619

維 持 補 修 費 62,247 63,862 0.7% 1,615

扶 助 費 598,110 592,808 6.5% △ 5,302

補 助 費 等 2,160,143 2,244,264 24.7% 84,121

普 通 建 設 事 業 費 718,062 568,873 6.3% △ 149,189

災 害 復 旧 事 業 費 6,500 10,500 0.1% 4,000

公 債 費 1,019,854 989,991 10.9% △ 29,863

積 立 金 33,982 64,328 0.7% 30,346

投 資 及 び 出 資 金 0 0 0.0% 0

貸 付 金 33,125 31,875 0.4% △ 1,250

繰 出 金 477,869 476,087 5.3% △ 1,782

予 備 費 10,000 10,000 0.1% 0

合　　　　　計 9,279,101 9,077,177 100.0% △ 201,924

令和8年度　一般会計当初予算（案）性質別集計表

人件費

26.4%

物件費

17.9%

維持補修費

0.7%

扶助費

6.5%

補助費等

24.7%

普通建設事業費

6.3%

災害復旧事業費

0.1%

公債費

10.9%

積立金

0.7%

投資及び出資金

0.0%

貸付金

0.4%
繰出金

5.3% 予備費

0.1%
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第２ 令和８年度久万高原町一般会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度一般会計の当初予算額は、90 億 7,717 万 7 千円、前年度比較 2億 192 万

4千円の減額となりました。 

 

＜主な歳出予算＞  

 

 

 

１款１項１目 議会費 7,666 万 5 千円（前年度比較 △263 万 9 千円） 

【人件費：6,228万円】 

【議会事務局】 

■議会運営 7,666万 5千円 

 議会事務局職員人件費、議員報酬等人件費 

 ○議会会報印刷費（148万円） 

 ○議場マイク・カメラシステム改修修繕料（常任委員会用）（100万円） 

 

２款１項１目 一般管理費 6 億 1,603 万 5千円（前年度比較 △209 万円） 

【人件費：5億 5,412 万 9千円】 

【総務課】 

■総務給与管理事務費 5億 5,319 万 1千円 

 特別職、総務課、出納室、定年前再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員人件費 

□庁用備品・消耗品の管理 416万 5千円 県費 

□町例規運営事務 798万 4千円 

 ○町例規システム更新データ作成業務委託料（265万 6千円） 

 ○個人情報監査支援業務委託料（176万円） 

 ○アナログ規制の点検・見直し支援業務委託料（143万円） 

□職員研修事務 323万 6千円 諸収入 

□秘書・渉外 200万円 

■総務一般管理費 3,920万円 諸収入 

 ○業務改善支援業務委託料（310万円） 

 ○労働者派遣業務委託料（402万 6千円） 

 ○人事評価システムクラウド利用料（155万 1千円） 

款項目ごとに【所管課】主な事業 □：総額 100万円以上、■：総額 1,000万円以上 

主な予算 ○：100万円以上、●：1,000万円以上 特定財源を青字で記載 

【人件費】1節 報酬、2節 給料、3節 職員手当等、4節 共済費 の総額（目で 100万円以上） 
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□入札・契約事務 560万円 

 ○契約管理システムサーバ改修業務委託料（348万 7千円） 

 

２款１項２目 文書広報費 488 万 1 千円（前年度比較 △1 万 5 千円） 

【総務課】 

□広報活動の充実 488万 1千円 諸収入、寄附金 

○広報久万高原印刷製本費（475万 2千円）寄附金 

 

２款１項３目 財政管理費 6,540 万 5 千円（前年度比較 2,790 万 4 千円） 

【総務課】 

■財政管理一般事務 1,406万 7千円  

 ○TOWNシステム保守管理委託料（533万円） 

 ○固定資産台帳異動更新業務委託料（115万 4千円） 

○連結財務書類作成支援業務委託料（188万 6千円） 

○公共施設等総合管理計画改訂及びシステムデータ更新業務委託料（550万円） 

■財政関係基金の管理 5,133万 8千円 使用料、財産収入 

○財政調整基金積立金（宅地分譲収入）（274万 8千円）財産収入 

●財政調整基金積立金（菅生地区公共残土処理場使用料）（3,300万円）使用料 

○財政調整基金預金利子積立金（587万円）財産収入 

○財政調整基金預金配当金積立金（752万円）財産収入 

 

２款１項４目 会計管理費 274 万 1 千円（前年度比較 △25 万 3 千円） 

【出納室】 

□現金、有価証券及び基金等の出納・管理 274万 1千円 

 ○振込手数料等（258万 8千円） 

 

２款１項５目 財産管理費 4,521 万 2 千円（前年度比較 △2,142 万 4 千円） 

【総務課】 

■財産管理 1,907万 8千円 財産収入、諸収入 

■町有車両の管理 1,283万 8千円 

■庁舎等の管理 1,329万 6千円 諸収入、使用料 

 

２款１項６目 企画費 2,020 万 4 千円（前年度比較 △2,325 万 3 千円） 

【総務課】 

□ICTまちづくり事業 802万 4千円 諸収入 

 ○DXスキルアップ研修業務委託料（100万円） 

○町ホームページサーバ利用料（125万 1千円） 

 ○高度デジタル人材シェアリング事業負担金（149万 8千円） 
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【まちづくり戦略課】 

□協働プラットフォーム構築事業 812万 7 千円 国・県費、寄附金 

○交流による人材育成・産業加速化事業業務委託料（130万円）国費 

 ○ユース世帯流出対策事業業務委託料（500万円）国費 

○トライアングルエヒメ DXイノベーションプロジェクト業務委託料 

（150万円）国・県費 

□タウンプロモーション事業 295万円 諸収入、寄附金 

○タウンプロモーション広告費 180万円 寄附金 

 

２款１項７目 面河支所費 186 万円（前年度比較 10 万 9 千円） 

【面河支所】 

□面河支所の管理・運営 186万円 基金、諸収入 

 

２款１項８目 美川支所費 315 万 7 千円（前年度比較 8 万 4 千円） 

【美川支所】 

□美川支所の管理・運営 315万 7千円 基金、諸収入 

 

２款１項９目 柳谷支所費 202 万 8 千円（前年度比較 △20 万 2 千円） 

【柳谷支所】 

□柳谷支所の管理・運営 202万 8千円 基金、諸収入 

 

２款１項 10 目 自治振興費 1 億 2,844 万円（前年度比較 △473 万 8 千円） 

【人件費：5,318 万 3千円】 

【総務課】 

■自治活動の推進 2,064万円 過疎債、基金、諸収入 

 自治会長報酬等人件費 

○自治会活動補助金（891万 9千円）過疎債 

 ○元気な地域づくり支援事業補助金（久万地区）（100万円）基金 

 ○集会所修繕補助金（100万円）基金 

■集落支援員事業 3,305万 9千円 諸収入 

 集落支援員人件費、一般事務経費 

□地域運営協議会形成事業 800万円 国費 

 ○地域サポート業務委託料（100万円）国費 

 ○地域運営協議会活動補助金（7団体）（700万円） 

【まちづくり戦略課】 

■ふるさと久万応援寄附募集事業（ふるさと納税） 3,768万円 寄附金 

 ●寄附者への特産品（1,750万円）寄附金 

 ●ふるさと納税取扱請負業務委託料（1,265万円）寄附金 
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 ○企業版ふるさと納税請負業務委託料（100万円） 

 ○ガバメントクラウドファンディング型補助金（100万円）寄附金 

■地域おこし協力隊事業 2,857万 3千円 

 地域おこし協力隊人件費 

○現役地域おこし協力隊サポート業務委託料（150万円） 

 ○おためし地域おこし協力隊業務委託料（100万円） 

 ○地域おこし協力隊インターン業務委託料（100万円） 

 ○地域おこし協力隊起業支援補助金（200万円） 

 ○地域おこし協力隊住宅費補助金（144万円） 

 

２款１項 11目 電算処理費 1億 1,919万 3千円（前年度比較 △1億 1,154万 6千円） 

【総務課】 

■基幹系電算システムの管理・運営 1億 1,919万 3千円  

 ○総合行政システム機器等保守管理委託料（454万 6千円） 

 ○戸籍情報システム改修業務委託料（176万円） 

 ●総合行政システムクラウドサービス利用料（9,459万 8千円） 

 ●総合行政システムリース料（1,323万 1 千円） 

 ○戸籍総合システムリース料（120万 8千円） 

 

２款１項 12 目 交通安全対策費 1,065 万 5千円（前年度比較 92 万 3 千円） 

【総務課】 

□交通安全対策事業 994万 2千円 交通安全対策特別交付金 

○交通安全対策事業工事請負費（140万円） 

 ○交通安全推進協議会負担金（620万円） 

 ○交通安全協会補助金（120万円） 

 

２款１項 13 目 防犯対策費 985 万 2 千円（前年度比較 18 万 2 千円） 

【総務課】 

□防犯対策の推進 985万 2千円 基金 

 ○久万高原地区防犯協会負担金（860万円） 

 ○防犯灯設置補助金（100万円）基金 

 

２款１項 14 目 生活路線バス費 8,335 万 7千円（前年度比較 1,961 万 3 千円） 

【総務課】 

■生活交通バス路線対策事業 8,335万 7千円 国費、諸収入、過疎債 

○古味・岩川線運行業務委託料（724万 9千円）諸収入、過疎債 

●久万落出線運行業務委託料（1,927万 5千円）諸収入、過疎債 

●交通空白地域の新たな交通施策の調査及び導入業務委託料（1,400万円）国費 
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○代替交通サービス運行管理配車業務委託料（730万円）国費 

○代替交通サービスシステム使用料（264万円）国費 

●伊予鉄南予バス運行補助金（1,940万円）過疎債 

○デマンドタクシー事業補助金（545万 4千円） 

 

２款１項 15 目 会館費 3,593 万 6 千円（前年度比 165 万円） 

【教育委員会】 

□久万町民館の管理・運営 516万 4千円 使用料 

■面河住民センターの管理・運営 1,130万 8千円 過疎債、使用料 

 ○エレベーター修繕工事請負費（960万 7 千円）過疎債 

□美川農村環境改善センターの管理・運営 535万円 基金、使用料 

 ○外階段裏（天井）コンクリート爆裂及び軒裏タイル修繕料 

（124万 1千円）基金 

□柳谷こかげの管理・運営 479万 3千円 使用料、諸収入 

□久万高原産業文化会館の管理・運営 932万 1千円 使用料、財産収入 

 

２款１項 16 目 情報通信費 9,539 万 2 千円（前年度比較 △302 万 3 千円） 

【総務課】 

■役場情報系システムの管理・運営 9,539万 2千円 

 ○町情報ネットワーク光回線使用料（480万円） 

○データセンター接続回線料（254万 8千円） 

 ●情報システムサーバー・ネットワーク機器保守管理委託料（3,422万 7千円） 

○端末仮想環境共有ストレージ移行業務委託料（456万 5千円） 

○第 2次セキュリティクラウドサービス利用料（448万 9千円） 

○情報系サーバ用アプリケーション利用料（358万 1千円） 

○データセンター利用料（357万 8千円） 

○情報系サーバ基盤利用料（778万 8千円） 

○タブレットレンタル利用料（215万 2千円） 

○LoGoチャットライセンス利用料（105万 6 千円） 

●情報系ＰＣ購入費（1,386万円） 

○国土交通省情報ＢＯＸ利用負担金（131万 1千円） 

○中間サーバー・プラットフォーム利用負担金（211万 1千円） 

 

２款１項 17 目 美術館費 3,746 万 5 千円（前年度比較 △375 万 4 千円） 

【人件費：2,034 万 2千円】 

【まちづくり戦略課】 

■久万美術館の管理･運営 3,142万 9千円 使用料、諸収入 

 久万美術館職員等人件費、一般事務経費、施設運営経費 
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 ○作品修復業務委託料（186万 6千円） 

□久万美術館自主企画展の開催 603万 5千円 使用料、諸収入 

2026年度「コレクションは繁茂する（仮称）」 

 

２款１項 18 目 山岳博物館費 3,758 万 9 千円（前年度比較 134 万 4 千円） 

【人件費：2,423 万 5千円】 

【まちづくり戦略課】 

■面河山岳博物館の管理･運営 3,353万 4千円 使用料、諸収入 

 面河山岳博物館職員等人件費、一般事務経費、施設運営経費 

 ○建物ガラスコーキング補修修繕料（109万円） 

□面河山岳博物館自主企画展の開催 405万 5千円 使用料、諸収入 

開館 35周年記念特別展「帰ってきたオモハクの展示～35年の名展勢ぞろい～」 

 

２款１項 19 目 天体観測館費 1,736 万 9 千円（前年度比較 360 万 2 千円） 

【人件費：1,043 万 7千円】 

【まちづくり戦略課】 

■天体観測館の管理･運営 1,736万 9千円 使用料、基金、諸収入 

 天体観測館職員等人件費、一般事務経費、施設運営経費 

 ○天文台空調機器更新費用（132万円）基金 

 

２款１項 20 目 定住促進費 4,186 万 6 千円（前年度比較 △264 万 6 千円） 

【人件費：494 万 1千円】 

【まちづくり戦略課】 

■移住定住対策 4,062万 8千円 国・県費、諸収入 

 会計年度任用職員人件費 

○移住定住窓口事業業務委託料（302万 5千円）国費 

 ●移住促進に係る住環境整備支援事業補助金（2,540万円）県費 

○定住促進住宅改修支援事業補助金（500万円） 

□移住定住促進連携事業 123万 8千円 

 

２款１項 21 目 諸費 37 万 7 千円（前年度比較 △8 千円） 

【総務課】 

 行政相談委員活動や各公益団体の活動援助のための費用 国費 
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２款２項１目 税務総務費 4,674 万 9 千円（前年度比較 △588 万 7 千円） 

【人件費：4,613 万 5千円】 

【住民課】 

■税務総務一般事務 4,674万 9千円 県費、手数料 

 住民課税務収納管理係職員人件費、一般事務経費 

 

２款２項２目 賦課徴収費 1,957 万 7 千円（前年度比較 △632 万円） 

【住民課】 

□税務（町県民税） 446万 1千円 

○地方税電子申告審査システム ASPサービス使用料（130万 1千円） 

○地方税共同機構負担金（115万円） 

□税務（固定資産税） 685万 8千円 

○統合型土地情報システム異動更新業務委託料（112万 4千円） 

 ○統合型土地情報システムリース料（245万 5千円） 

□税務（収納管理） 825万 8千円 

 ○封入封緘機保守点検等業務委託料（253万円） 

 ○愛媛地方税滞納整理機構負担金（160万円） 

 

２款３項１目 戸籍住民基本台帳費 4,870 万 1 千円（前年度比較 △512 万 1 千円） 

【人件費：4,298 万 3千円】 

【住民課】 

■窓口サービス業務（戸籍・住民基本台帳事務他） 

4,870万 1千円 国・県費、手数料 

住民課住民生活係職員等人件費、窓口サービス業務経費 

○住民基本台帳ネットワークシステム管理委託料（103万 3千円） 

○住民基本台帳ネットワークシステムリース料（272万 6千円） 

 

２款４項１目 選挙管理委員会費 40 万 4 千円（前年度比較 0 円） 

【総務課】 

選挙管理委員会の運営 

 

２款４項２目 選挙啓発費 4 万 7 千円（前年度比較 0 円） 

【総務課】 

選挙啓発に要する経費 
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２款４項３目 県知事選挙費 1,929 万 6 千円（前年度比較 皆増） 

【人件費：1,210 万 4千円】 

【総務課】 

■県知事選挙費 1,929万 6千円 県費 

 

２款４項４目 県議会議員選挙費 705 万 3 千円（前年度比較 皆増） 

【人件費：100万円】 

【総務課】 

□県議会議員選挙費 705万 3千円 県費 

 

２款５項１目 統計調査費 89 万 7 千円（前年度比較 △851 万 1 千円） 

【総務課】 

 調査員報酬等人件費 県費 

 

２款６項 1 目 監査委員費 135 万 7 千円（前年度比較 10 万 2 千円） 

【議会事務局】 

□監査委員事務 135万 7千円 

 

３款１項１目 社会福祉総務費 3 億 5,310 万 7 千円（前年度比較 2,025 万 4 千円） 

【人件費：1億 4,270万円】 

■社会福祉総務一般事務 1億 4,242 万 4千円 国・県費 

 住民課国保年金係、保健福祉課職員等人件費 

【住民課】 

■国民健康保険事業特別会計繰出金 8,398万 1千円 国・県費 

【保健福祉課】 

□社会福祉一般事務 262万 3千円 県費 

■民生児童委員活動支援事業 1,030万 1千円 県費 

 ○民生児童委員活動費（747万 4千円）県費 

■社会福祉協議会補助金交付事業 1億 80 万 5千円 

 ●社会福祉協議会事務局費・専門員設置費補助金（1億 80 万 5千円） 

□福祉バス事業 631万 8千円 諸収入 

 ○福祉バス運行業務委託料（631万 8千円）諸収入 

□結婚新生活支援事業 100万円 県費 

 ○結婚新生活支援事業補助金（100万円）県費 

□結婚新生活事業 120万円 国費 

○結婚新生活事業補助金（120万円）国費 

□成年後見制度利用促進事業 124万 2千円 

 ○権利擁護センター運営事業業務委託料（124万 2千円） 
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３款１項２目 高齢者福祉費 7 億 8,825 万 9 千円（前年度比較 5,973 万 6 千円） 

【住民課】 

■後期高齢者医療保険事業 3億 3,135 万 7 千円 県費、諸収入 

●後期高齢者医療療養給付費（2億 4,563 万 6千円） 

●後期高齢者医療保険事業特別会計繰出金（8,335万 6千円）県費、諸収入 

【保健福祉課】 

■おもご高齢者生活支援ハウス管理事業 1,292万円 諸収入 

●おもご高齢者生活支援ハウス指定管理料（1,047万 1千円） 

□敬老事業支援事業 360万 8千円 諸収入 

 ○敬老事業補助金（360万 8千円）諸収入 

□老人クラブ育成事業 130万円 県費 

 ○老人クラブ活動補助金（130万円）県費 

□シルバー人材センター育成事業 402万円 諸収入 

 ○町シルバー人材センター育成事業補助金（400万円）諸収入 

■老人保護措置事務 3,026万 4千円 負担金 

●老人ホーム老人保護措置費負担金（3,014万 4千円）負担金 

□松山広域福祉施設事務組合負担金支払事業 183万 5千円 

□在宅寝たきり老人紙おむつ支給事業 300万円 寄附金 

■高齢者移動支援事業 1,892万 9千円 過疎債 

 ●高齢者移動支援事業交通利用券（1,892万 9千円）過疎債 

■介護保険事業特別会計繰出事業 2億 8,967万 9千円 国・県費 

■介護予防及び地域支え合い事業 1,278万 6千円 負担金、寄附金 

 ○外出支援サービス事業業務委託料（158万 4千円）寄附金 

●配食サービス事業業務委託料（1,045万 3 千円）負担金 

□在宅寝たきり老人等介護手当支給事業 315万円 寄附金 

【病院等統括事務局】 

■老人保健施設事業会計繰出金 7,409万 9 千円 

 

３款１項３目 障害者福祉費 4 億 2,393 万 4 千円（前年度比較 1,741 万円） 

【保健福祉課】 

■自立支援医療事務（更生・育成） 1,656万円 国・県費 

 ●障害者自立支援医療費（更生）（1,618万円）国・県費 

■重度心身障害者医療費助成事業 4,617万 9千円 県費、諸収入 

●重度心身障害者医療費助成金（4,560万円）県費、諸収入 

□心身障害者共同作業所運営事業 486万円 

 ○心身障害者共同作業所運営事業補助金（486万円） 

□障害者介護給付認定審査会事務 105万 7 千円 

■障害者介護給付事業 3億 1,661 万 2千円 国・県費 
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 ●障害福祉サービス費（3億 1,523 万 2千円）国・県費 

□障害福祉計画策定事業 606万 9千円 

 ○障害者福祉計画策定業務委託料（580万円） 

□障害児通所支援事業 713万 3千円 国・県費 

 ○障害児通所支援事業（710万 4千円）国・県費 

■地域生活支援事業 2,361万 7千円 国・県費、基金 

 ○障がい者移動支援事業交通利用券（226万 6千円） 

 ○人工透析患者送迎サービス業務委託料（876万円）国・県費 

 ○人工透析患者送迎車購入費（600万円）基金 

○日常生活用具給付費（292万 6千円）国・県費 

 ○人工透析患者通院交通費助成金（184万 8千円） 

 

３款１項４目 国民年金費 32 万 7 千円（前年度比較 22 万円） 

【住民課】 

 国民年金事務に要する経費 国費 

 

３款１項５目 隣保館費 1,138 万 1 千円（前年度比較 33 万 9 千円） 

【人件費：949 万 1千円】 

【住民課】 

■隣保館運営等事業 1,138万 1千円 県費、諸収入 

 入野福祉館職員、館長・相談員報酬等人件費、施設運営経費 

 

３款１項６目 人権啓発費 208 万 8 千円（前年度比較 △1 万 8 千円） 

【住民課】 

□人権啓発活動事業 145万 9千円 県費 

 

３款１項７目 ささゆり荘総務費 1 億 7,978 万 5 千円（前年度比較 703 万 8 千円） 

【人件費：1億 3,453 万 3千円】 

【保健福祉課】 

■ささゆり荘管理運営事業 1億 7,978 万 5 千円 負担金、諸収入、寄附金 

 ささゆり荘職員等人件費、施設運営経費 

 

３款２項１目 児童福祉総務費 2,856 万 3千円（前年度比較 △772 万 8 千円） 

【保健福祉課】 

□子ども・子育て支援事業 186万 8千円 国・県費、諸収入 

 子ども家庭センター一般事務、子ども家庭支援員委託等 

□子ども医療費助成事業（県補助事業） 675万 2千円 県費、諸収入 

 ○子ども医療費（660万円）県費、諸収入 
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■子ども医療費助成事業（町単独事業） 1,233万 2千円 過疎債、諸収入 

●子ども医療費（1,200万円）過疎債、諸収入 

□愛顔の子育て応援事業（町単独事業） 227万 5千円 県費 

 ○愛顔っ子応援券（紙おむつ購入券）（227万 5千円）県費 

□出産世帯応援事業 400万円 県費 

 ○出産世帯応援事業補助金（400万円）県費 

 

３款２項２目 児童措置費 7,914 万 5 千円（前年度比較 △2,023 万 3 千円） 

【保健福祉課】 

■児童手当事務 7,914万 5千円 国・県費 

 ●児童手当費（7,896万円）国・県費 

 

３款２項３目 母子父子福祉費 464 万 9 千円（前年度比較 4 千円） 

【保健福祉課】 

□ひとり親家庭医療費助成事業 464万 9千円 県費、諸収入 

 ○ひとり親家庭医療費（444万円）県費、諸収入 

 

３款２項４目 児童福祉施設費 1 億 8,964 万 2 千円（前年度比較 2,122 万 1 千円） 

【保健福祉課】 

□児童福祉施設併設型民間児童館事業 414万 4千円 

 ○NIKONIKO館運営費補助金（414万円 4千円） 

■放課後児童健全育成事業 1,402万 4千円 国・県費 

 ●放課後児童健全育成事業業務委託料（1,402万 4千円）国・県費 

■地域子育て支援拠点事業 1,531万 1千円 国・県費 

 ●地域子育て支援拠点事業業務委託料（1,531万 1千円）国・県費 

■子ども・子育て支援給付事業 1億 5,536 万 1千円 国・県費 

●教育・保育給付施設型給付費負担金（1億 5,023万 1千円）国・県費 

 ○保育施設等給食費免除事業補助金（429万円）国費 

 

３款３項１目 災害救助費 24 万円（前年度比較 0 円） 

【保健福祉課】 

 災害救援事業に要する経費 

 

４款１項１目 保健衛生総務費 5 億 7,785 万 2 千円（前年度比較 3,622 万 1 千円） 

【住民課】 

□へき地医療対策 803万 9千円  

 ○柳谷診療所診療業務補償負担金（589万 7千円） 
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【保健福祉課】 

□上浮穴郡救急医療在宅当番医制事業 418万 7千円 過疎債 

 ○上浮穴郡救急医療在宅当番医制業務委託料（414万 5千円）過疎債 

□がん対策事業 116万 1千円 県費 

□松山圏域救急医療事業 382万 3千円 

 ○松山圏域救急医療事業負担金（382万 3 千円） 

■母子保健事業 1,001万 6千円 国・県費 

 ○妊婦・乳児一般健診業務委託料（294万 1千円）国費 

□妊婦のための支援給付等事業 219万円 国費 

 ○妊婦支援給付金（175万円）国費 

【建設課】 

■簡易水道事業会計繰出金 2億 7,238 万 4 千円 過疎債、辺地債 

■下水道事業会計繰出金（浄化槽） 3,065万 5千円 

【病院等統括事務局】 

■国民健康保険診療所事業特別会計繰出事業 1,907万 1千円 

■病院事業会計繰出金 2億 2,627 万 3千円 過疎債 

 

４款１項２目 予防費 3,413 万円（前年度比較 △1,269 万 4 千円） 

【保健福祉課】 

■予防接種事業 3,413万円 国費、過疎債 

○Ａ類定期予防接種業務委託料（793万 1千円）過疎債 

●Ｂ類定期予防接種業務委託料（2,298万 5 千円）過疎債 

○任意予防接種費補助金（245万 5千円） 

 

４款１項３目 環境衛生費 6,256 万 3 千円（前年度比較 257 万 2 千円） 

【人件費：4,287 万 8千円】 

■環境の保全 4,384万 4千円 

 住民課衛生係、まちづくり戦略課環境保全・脱炭素推進室、建設課上下水道係職員等

人件費、一般事務経費 

【住民課】 

■町立斎場運営事業 1,250万 9千円 使用料、基金 

 ○火葬業務委託料（699万 6千円） 

 ○火葬炉設備修繕工事（319万円）基金 

□動物愛護 116万 1千円 手数料、諸収入 

【まちづくり戦略課】 

□環境エネルギーの推進 371万 5千円 県費、基金 

 ○再生可能エネルギー発電による地域活性化補助金（120万円）基金 
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４款１項４目 保健事業費 9,245 万円（前年度比較 △298 万 6 千円） 

【人件費：6,915 万 7千円】 

【保健福祉課】 

■保健事業一般事務 6,922万 2千円 諸収入 

 保健センター職員等人件費 諸収入 

□地域自殺対策推進事業 136万 5千円 県費 

■住民健診 1,821万 9千円 県費、過疎債 

 ●住民健診業務委託料（1,704万円）県費、過疎債 

□健康づくり推進事業 232万 8千円 国・県費、負担金、諸収入 

 

４款１項５目 保健センター運営管理費 287万 8千円（前年度比較 △17万 1千円） 

【保健福祉課】 

□保健センター管理事業 287万 8千円 

 

４款２項１目 清掃総務費 1 億 2,683 万 5千円（前年度比較 4,894 万 9 千円） 

【住民課】 

■清掃総務費 1億 2,683 万 5千円 手数料、諸収入、過疎債 

 ○指定ごみ袋購入費（830万 2千円） 

 ○一般廃棄物処理手数料徴収事務委託料（115万 2千円） 

●面河・美川・柳谷地区し尿収集運搬業務委託料（1,593万円） 

●久万地区し尿収集運搬業務委託料（1,565万 1千円） 

●面河・美川・柳谷地区ごみ収集運搬業務委託料（2,040万円） 

○災害廃棄物処理計画作成業務委託料（490万円） 

○久万高原町家庭ごみ分別辞典及びカレンダー制作業務委託料（300万円） 

●環境衛生センター車両保管庫整備工事請負費（1,100万円）過疎債 

●一般廃棄物運搬車両（10ｔバキューム車）購入費（4,400万円）過疎債 

○一般廃棄物処理に係る地域対策費負担金（120万円） 

 

４款２項２目 塵芥処理費 9,590 万円（前年度比較 △406 万 9 千円） 

【人件費：2,871万円】 

【住民課】 

■廃棄物処理施設の運営（塵芥処理） 9,590万円 県費、手数料、諸収入 

 会計年度任用職員人件費、施設運営経費 県費 

●一般廃棄物処分業務委託料（4,912万 5千円） 

●不燃物処理業務委託料（1,056万円） 
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４款２項３目 し尿処理費 6,565 万 8 千円（前年度比較 338 万 8 千円） 

【住民課】 

■廃棄物処理施設の運営（し尿処理） 6,565万 8千円 使用料 

 ●し尿等運搬業務委託料（2,482万円） 

 ○し尿中継施設定期点検整備業務委託料（730万円） 

 ●松山衛生事務組合年度運営費負担金（2,680万円） 

 

４款２項４目 資源ごみ収集処理費 3,353 万 8 千円（前年度比較 381 万 6 千円） 

【人件費：1,990万円】 

【住民課】 

■廃棄物処理施設の運営（資源ごみ収集処理） 3,353万 8千円 諸収入 

会計年度任用職員人件費、施設運営経費 

○ストックヤード定期点検整備業務委託料（300万円） 

○廃プラスチック処理業務委託料（314万 2 千円） 

 

６款１項１目 農業委員会費 1,508 万 8 千円（前年度比較 △793 万 5 千円） 

【人件費：1,258 万 9千円】 

【農業委員会事務局】 

■農業委員会事務局 1,508万 8千円 県費、諸収入、手数料 

事務局職員、農業委員・最適化推進委員報酬等人件費 

 

６款１項２目 農業総務費 6,041 万 3 千円（前年度比較 449 万 6 千円） 

【人件費：5,306 万 8千円】 

【農業戦略課】 

■農業総務一般事務 5,749万 9千円 使用料 

 農業戦略課農業振興係・農業公園係職員等人件費、一般事務経費 

□久万農業公園管理事業 291万 4千円 

 ○久万農業公園指定管理料（215万円） 

 

６款１項３目 農業振興費 2 億 1,272 万 9千円（前年度比較 △3,305 万 7 千円） 

【農業戦略課】 

■農業振興一般事務 1,879万 6千円 県費、基金、諸収入 

 ○上浮穴水稲防除協議会負担金（451万 4 千円） 

 ○小規模園芸施設導入支援事業補助金（100万円） 

○農産物産地化支援事業補助金（700万円）基金 

○水田畦整備事業補助金（120万円） 

○農業再生協議会補助金（経営所得安定対策事業）（360万円）県費 

□農村環境保全向上活動支援事業 890万 4 千円 県費 



 

 

５０ 

○農村環境保全向上活動支援事業補助金（847万 8千円）県費 

■鳥獣害対策事業 2,639万 4千円 県費 

 ○鳥獣被害防止事業補助金（345万 5千円） 

○有害鳥獣捕獲事業補助金（890万 5千円）県費 

○有害鳥獣捕獲隊等育成事業補助金（109万 5千円）県費 

●鳥獣被害防止総合対策事業補助金（1,202万 2千円）県費 

■担い手育成対策事業 1億 1,401 万 8千円 県費、基金、諸収入 

 ○公益社団法人久万高原農業公社負担金（500万円） 

●農業公社職員負担金（1,760万 7千円） 

●農業公園研修生研修補助金（1,308万円）基金 

●農業機械施設整備事業補助金（2,100万円）基金 

○担い手総合支援事業補助金（140万円）県費 

○稲作受託者等支援事業補助金（800万円）基金 

●新規就農者育成総合対策補助金（2,812万 5千円）県費 

○定年等新規就農者支援事業補助金（150万円） 

○新規就農初年度生活資金貸付金（187万 5 千円）諸収入 

●新規就農者農業用施設整備資金貸付金（1,350万円）基金 

■中山間地域等直接支払交付金事業 4,346万 8千円 県費 

 ●中山間地域等直接支払交付金（4,269万 1千円）県費 

  

６款１項４目 畜産業費 1,254 万 8 千円（前年度比較 △38 万 6 千円） 

【総務課】 

□肉用牛産地強化支援事業基金の管理 327万 4千円 諸収入、財産収入 

○肉用牛産地強化支援事業基金積立金（327万円）諸収入 

【農業戦略課】 

□畜産業振興事業 927万 4千円 県費 

 ○四国カルスト牧場指定管理料（700万円） 

 

６款１項５目 農地費 1 億 6,475 万 8 千円（前年度比較 △7 万 9 千円） 

【人件費：1,631 万 6千円】 

【農業戦略課】 

■農業土木一般事務 1,631万 6千円 

農業戦略課農業土木係職員等人件費 

■農業農村整備事業 1,106万 6千円 県費 

 ●美川地区農道橋点検耐震診断業務委託料（1,100万円）県費 

□県単独土地改良事業 563万 3千円 県費、分担金 

○上本組水路改修工事（560万円）県費、分担金 
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■町単独土地改良事業 1,649万 7千円 分担金 

○農道橋点検業務委託料（600万円） 

○用地測量設計委託料（200万円） 

○上本組水路改修工事請負費（190万円）分担金 

○小規模基盤整備事業補助金（540万円） 

□農業用施設維持管理業務 786万 7千円 負担金 

○農業用施設維持管理業務委託料（500万円）負担金 

□産業用道路管理補助金交付事業 160万 7 千円 基金 

○産業用道路管理事業補助金（160万 7千円）基金 

■県営事業等負担金 2,646万 6千円 分担金、過疎債 

 ●県営農地整備事業負担金（2,610万円）分担金、過疎債 

【建設課】 

■下水道事業会計繰出金（農業集落排水） 7,922万 5千円 

 

６款２項１目 林業総務費 6,677 万 8 千円（前年度比較 1,023 万円） 

【人件費：6,232万円】 

【総務課】 

□やまぶき荘管理基金の管理 240万 8千円 使用料、財産収入 

 ○やまぶき荘管理基金積立金（232万 5千円）使用料 

【林業戦略課】 

■林業総務一般事務 6,309万 2千円 

林業戦略課林業振興係・森林整備係職員人件費、一般事務経費 

□やまぶき荘管理委託業務 127万 8千円 使用料 

 

６款２項２目 林業振興費 3 億 5,284 万 1千円（前年度比較 △1,111 万 8 千円） 

【林業戦略課】 

□森林づくり・林産活動等補助給付事業 223万 7千円 寄附金 

 ○林研グループ補助金（140万円）森林環境譲与税 

□林業まつり委託事業 664万 4千円 諸収入 

 ○林業まつり業務委託料（490万円）諸収入 

○木育キャラバン事業業務委託料（174万 4 千円）森林環境譲与税 

■流域活性化センター推進業務 4,430万 1 千円 

 ○市町村森林 GIS保守管理委託料（172 万 5千円）森林環境譲与税 

●森林経営管理制度運用業務委託料（3,303万 8千円）森林環境譲与税 

○地域おこし協力隊指導業務委託料（726万 2千円）森林環境譲与税 

○森林全般相談窓口業務委託料（227万 6千円）森林環境譲与税 

■担い手確保・森林整備交付金事業 5,462万 8千円 県費、基金 

 ●森林整備担い手確保育成対策事業補助金（4,970万 8千円）県費、基金 
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○森林整備地域活動支援補助金（492万円）県費 

□森林公園等維持管理事業 144万 7千円 諸収入 

 ○森林公園等維持管理業務委託料（125万円）諸収入 

□治山施設維持管理業務 673万円 

 ○久万広域森林組合久万事業所地すべり観測業務委託料（243万円） 

 ○災害対応業務委託料（400万円）森林環境譲与税 

■木材利用促進事業 1,352万円 諸収入 

 ○レーザー加工機購入費（900万円） 

○木造住宅支援事業補助金（400万円） 

■美しい森林づくり基盤整備交付金事業 6,514万円 国費 

 ●美しい森林づくり基盤整備交付金事業補助金（6,514万円）国費 

■森林環境譲与税事業 1億 2,002 万 6千円  

 ○林業経営人材育成業務委託料（500万円）森林環境譲与税 

●林業経営支援事業補助金（1,000万円）森林環境譲与税 

○林業就業者支援事業補助金（420万円）森林環境譲与税 

 ○自伐林家等支援事業補助金（366万 9千円）森林環境譲与税 

●美しい森林づくり基盤整備交付金事業補助金（7,719万 6千円）森林環境譲与税 

●再造林下刈り事業補助金（1,607万 4千円）森林環境譲与税 

□木質バイオマス資源拠点化事業 363万 8 千円  

 ○愛媛版脱炭素先行地域事業負担金（333万 4千円） 

■次世代型製材拠点整備事業 3,443万円 

 ●原木購入支援補助金（3,360万円）森林環境譲与税 

 

６款２項３目 林業土木費 1 億 8,111 万 4千円（前年度比較 2,294 万 6 千円） 

【人件費：1,358 万 2千円】 

【林業戦略課】 

■林業土木一般事務（職員給与等共通経費） 1,430万 3千円 

林業戦略課林業土木係職員人件費、一般事務経費 

■林業土木国庫補助事業 5,700万円 県費、過疎債、辺地債、分担金 

 ○林道西谷日野浦線三国橋橋りょう保全整備補修設計委託料 

（600万円）県費、過疎債 

 ○林道橋りょう点検業務委託料（600万円）県費 

 ●林道シロヤマ線開設工事請負費（1,500万円）県費、辺地債、分担金 

 ●林道トマリダキ線開設工事請負費（1,500万円）県費、過疎債、分担金 

 ●林道野地線神山橋橋りょう補修工事請負費（1,500万円）県費、辺地債 

■林業土木県単独事業 1,540万円 県費、辺地債 

 ○林道湖畔線改良工事請負費（990万円）県費、辺地債 

 ○林道東津野城川線改良工事請負費（550万円）県費、辺地債 
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■林業土木町単独事業 3,643万 2千円 過疎債、辺地債 

●上林河之内線管理費負担金（1,419万円）過疎債 

○森林土木協会負担金（219万 2千円） 

 ●森林基幹道開設事業（黒藤川・長崎明神山線）負担金（2,000万円）辺地債 

■森林環境譲与税事業 4,490万円 分担金 

 ●林道路面整備・崩土除去作業業務委託料（3,280万円）分担金、森林環境譲与税 

 ○林道改良測量設計委託料（400万円）森林環境譲与税 

 ○林道舗装修繕工事請負費（600万円）森林環境譲与税 

■林道管理補助金交付事業 1,307万 9千円 森林環境譲与税 

 

６款２項４目 町有林事業費 622 万 3 千円（前年度比較 160 万 1 千円） 

【林業戦略課】 

□町有林事業 622万 3千円 財産収入、諸収入 

○町有林皆伐施業地植栽下刈負担金（270万円） 

○町有林皆伐施業地下刈負担金（110万円） 

 

７款１項１目 商工総務費 1 億 1,339 万 2千円（前年度比較 △463 万 1 千円） 

【人件費：6,449 万 5千円】 

【総務課】 

□多目的広場ふれあいロード管理基金の管理 347万円 財産収入 

 ○多目的広場ふれあいロード管理基金積立金（336万 3千円）財産収入 

【まちづくり戦略課】 

■商工総務一般事務 5,539万 4千円 

 まちづくり戦略課職員人件費、一般事務経費 

■商工振興事業 3,654万円 国費、財産収入、諸収入 

 ○商工会振興事業費補助金（600万円） 

●魅力ある産業づくり・起業者支援事業補助金（1,200万円）国費 

○中小企業振興資金補給金（118万 7千円） 

●中小企業振興資金預託金（1,600万円）諸収入 

□商店街振興事業 470万 4千円 国費、基金 

 ○商店街活性化事業業務委託料（324万円）国費 

■まちなか交流館事業 1,295万 3千円 使用料、諸収入  

 会計年度任用職員人件費、施設運営費 

 

７款１項２目 観光費 1 億 1,882 万円（前年度比較 △5,077 万 8 千円） 

【まちづくり戦略課】 

■観光振興事業 4,492万 1千円 国費、諸収入 

 ○滞在型・体験型観光客誘客促進業務委託料（500万円） 
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 ○観光客誘客・旅行商品販路拡大プロモーション業務委託料（200万円） 

 ○久万高原町版 Community-Based Tourism 調査計画実施業務委託料 

（350万円）国費 

 ○着地型旅行商品「久万高原たび」企画造成販売事業業務委託料（180万円）国費 

○インバウンド観光客誘客プロモーション強化業務委託料（483万 5千円）国費 

○四国カルストエリア広域連携会議負担金（100万円） 

 ○地域活性化起業人派遣元負担金（820万円） 

●町観光協会活動補助金（1,350万円） 

○スポーツ合宿誘致補助金（240万円） 

■町有観光施設管理事業 3,665万 3千円 基金、財産収入、使用料、諸収入 

○農産物等集出荷システム運用業務委託料（403万円） 

 ○道の駅天空の郷さんさん２４時間トイレ管理等清掃業務委託料（425万 4千円） 

○道の駅みかわ清掃業務委託料（248万 7千円） 

○道の駅天空の郷さんさん（公益部門）等町有観光施設指定管理料（974 万 6 千円） 

○産直システム券売機購入費（429万円） 

□やまなみ管理運営事業 334万 1千円 使用料 

○駅舎清掃管理委託料（125万 3千円） 

■地域振興イベント事業 1,300万円 基金、諸収入 

 ○地域振興イベント業務委託料（850万円）基金、諸収入 

 ○第 14回石鎚山ヒルクライム負担金（300 万円）諸収入 

 ○地域活動組織イベント支援補助金（150万円）基金 

□石鎚山系連携等事業 144万円  

 ○石鎚山系連携事業協議会負担金（112万 7千円） 

■自然公園管理事業 1,121万 9千円 県費、財産収入、諸収入、寄附金 

○公衆トイレ管理委託料（208万 2千円） 

 ○石鎚山系エコツーリズム推進協議会負担金（120万円） 

□県立・国定公園管理事業 752万円 県費、諸収入 

 ○土小屋、面河渓清掃業務委託料（218万 5千円）県費 

 

８款１項１目 土木総務費 6,528 万 8 千円（前年度比較 32 万 3 千円） 

【人件費：3,530 万 8千円】 

【建設課】 

■土木総務一般事務 3,939万 1千円 

建設課道路管理・都市計画係、住宅・建築営繕係職員人件費、一般事務経費 

■社会資本整備総合交付金事業（管理建築） 1,497万 1千円 国・県費 

 ○住宅・建築物安全ストック形成事業補助金（609万 2千円）国・県費 

 ○空き家再生等推進事業補助金（800万円）国・県費 
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□未登記道路測量業務委託 200万円 

 ○道路測量登記事業等業務委託料（200万円） 

□道路台帳補正業務委託事業 759万 7千円 

 ○道路台帳補正業務委託料（550万円） 

 ○道路台帳管理システム移行業務委託料（190万円） 

 

８款２項１目 道路橋りょう総務費 3,812 万 8 千円（前年度比較 906 万 4 千円） 

【人件費：3,479 万 4千円】 

【建設課】 

■道路橋りょう総務一般事務 3,548万 1千円 

 建設課公共土木係職員給与、一般事務経費 

□道路関係団体負担金事業 264万 7千円 

○えひめやまなみ燦々振興協議会補助金（180万円） 

 

８款２項２目 道路維持費 1 億 681 万 5 千円（前年度比較 △3,490 万 3 千円） 

【人件費：1,417 万 6千円】 

【建設課】 

□町道施設修繕事業 700万 4千円 使用料 

□機械備品等修繕事業 110万 6千円 

■町道路面維持管理業務委託事業 1,602万 5千円 

 ●路面整備等作業業務委託料（1,500万円） 

■単独町道維持工事 1,050万円 

 ○美川地区道路維持修繕工事請負費（250万円） 

 ○久万地区道路維持修繕工事請負費（250万円） 

○面河地区道路維持修繕工事請負費（250万円） 

○柳谷地区道路維持修繕工事請負費（250万円） 

□町道管理補助金交付事業 396万 7千円  

 ○道路整備事業補助金（396万 7千円）  

■町単独道路改良事業 2,956万 5千円 過疎債 

  ○町道改良事業測量設計委託料（100万円） 

 ●菅生地区公共残土処理場整備工事請負費（2,000万円） 

 ○町道千本線改良工事請負費（500万円）過疎債 

■町道等維持管理事業 1,704万 8千円 

 会計年度任用職員人件費 

 ○町道等維持管理業務委託料（269万 7千円） 

■社会資本総合整備交付金事業（道路維持）1,000万円 国費、過疎債 

 ●町道古台山線舗装修繕工事請負費（1,000万円）国費、過疎債 

 



 

 

５６ 

■道路メンテナンス事業（トンネル） 1,000万円 国費 

 ●町道トンネル点検及び長寿命化計画策定業務委託料（1,000万円）国費 

 

８款２項３目 道路新設改良費 1 億 2,159 万 7 千円（前年度比較 1,250 万 7 千円） 

【建設課】 

■県営事業（道路改良）の推進 1,841万円 

 ●県道路改良事業負担金（1,841万円） 

■社会資本整備総合交付金事業（道路新設改良） 1億 318 万 7千円 国費、過疎債 

●町道上野尻線改良工事請負費（3,490万円）国費、過疎債 

●町道槻仰西線改良工事請負費（3,706万 1 千円）国費、過疎債 

●町道稲村線防災対策事業費（1,512万 6千円）国費、過疎債 

○土地購入費(580万円) 国費、過疎債 

●補償金（1,030万円）国費、過疎債 

  

８款２項４目 橋りょう維持費 1 億円（前年度比較 0 円） 

【建設課】 

■道路メンテナンス事業（橋りょう） 1億円 国費、過疎債 

 ●町道橋りょう点検業務委託料（4,000万円）国費、過疎債 

●町道橋りょう補修設計委託料（2,500万円）国費、過疎債 

●町道橋りょう補修工事請負費（3,500万円）国費、過疎債 

 

８款３項１目 河川総務費 2,746 万円（前年度比較 1,928 万円） 

【建設課】 

■がけ崩れ防災対策事業 2,110万円 県費、分担金 

○がけ崩れ防災対策測量設計委託料（110万円）分担金 

 ●東明神地区がけ崩れ防災対策工事請負費（1,700万円）県費、分担金 

 ○町単独がけ崩れ防災対策事業補助金（300万円） 

□県営事業（河川・砂防）の推進 281万円 

 ○県営急傾斜地崩壊対策事業負担金（279万円） 

□社会資本整備総合交付金事業（河川）300万円 国費 

 ○土砂災害周知看板設置工事請負費（300万円）国費 

 

８款４項１目 都市計画総務費 9,806 万 3千円（前年度比較 △1,711 万 9 千円） 

【建設課】 

□都市計画事務 929万 8千円 国費 

 ○自己処理型ミネラルイオントイレ購入費（748万円）国費 

■下水道事業会計繰出金（公共下水） 8,832万 3千円 
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８款５項１目 住宅管理費 3,823 万 2 千円（前年度比較 △5,046 万 1 千円） 

【建設課】 

■公営住宅管理事業 2,990万 1千円 使用料 

□社会資本整備総合交付金事業（公営住宅）540万円 国費、使用料 

 ○菅生大宝住宅１棟外壁等改修工事設計委託料（540万円）国費、使用料 

【教育委員会】 

□教員住宅管理事業 293万 1千円 使用料 

 

９款１項１目 常備消防費 3 億 6,312 万 1千円（前年度比較 1,160 万 8 千円） 

【人件費：3億 2,173万円】 

【総務課】 

□消防基金の管理 153万 4千円 財産収入 

 ○消防基金積立金（150万円）財産収入 

【消防本部】 

■常備消防一般事務 3億 2,983万 4千円 諸収入 

 消防職員人件費、一般事務経費 

■消防車輌・資機材整備事業 1,400万 6千円  

 ○非常用発電機修繕料（158万 1千円） 

○消防救急デジタル無線保守点検管理委託料（232万円） 

□教育訓練事務 651万 2千円 

 ○県消防学校教育負担金（164万 6千円） 

 ○救急医療研修負担金（265万 3千円） 

□被服及び安全装備等貸与事務 453万 3千円 

□消防庁舎等管理業務 632万 5千円 

 

９款１項２目 非常備消防費 5,362 万 6 千円（前年度比較 103 万 3 千円） 

【人件費：3,130 万 5千円】 

【消防本部】 

■非常備消防運営及び福利厚生事務 4,279万 8千円 

 消防団員報酬等人件費 

■消防団管理業務 1,018万円 

 消防団員災害出動報酬等人件費 

 

９款１項３目 消防施設費 2,127 万 1 千円（前年度比較 8 万 6 千円） 

【消防本部】 

■消防団車輌資機材整備事業 2,080万 5千円 県費、過疎債 

 ●小型動力ポンプ付軽四輪駆動積載車（2台）購入費（1,550万円）県費、過疎債 
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９款１項４目 災害対策費 4,095 万 2 千円（前年度比較 711 万 8 千円） 

【総務課】 

■危機管理対策の充実 2,824万 7千円 国費、県費、手数料、基金、寄附金 

 ○地域防災計画改定支援業務委託料（396万円） 

○防災ハザードマップシステム更新業務委託料（198万円）国費 

 ○避難所用小容量ポータブル電源購入費（308万 9千円）基金 

 ○孤立地区浄水器購入費（203万 5千円）基金 

 ○町内自主防災組織活動補助金（420万円） 

■防災行政無線の管理・運営 1,232万円 諸収入 

 ○防災無線固定系・Ｊ－ＡＬＥＲＴ管理委託料（597万 3千円） 

 ○戸別受信機年間保守管理委託料（145万 2千円） 

 ○県災害情報システム高度化設計構築事業負担金（123万円） 

 

10 款１項１目 教育委員会費 146 万 1 千円（前年度比較 △12 万 1 千円） 

【教育委員会】 

□教育委員会の運営 146万 1千円 

 

10 款１項２目 事務局費 9,258 万 5 千円（前年度比較 △4,259 万 2 千円） 

【人件費：7,059 万 1千円】 

【教育委員会】 

■教育委員会事務局一般事務 6,376万 1千円 

教育委員会事務局職員人件費、一般事務経費 

■学校教育一般事務 2,772万 1千円  

会計年度任用職員人件費 

○町内教育施設空調機器点検業務委託料（148万 5千円） 

○スクールバス運行業務委託料（483万 9千円） 

○統合型校務支援システムリース料（288万円） 

□地域展開・地域クラブ活動推進事業 103万 1千円 県費 

 地域クラブ活動指導員謝礼、参加費用負担支援費等 

 

10 款１項３目 外国青年招致事業費 1,197万 6 千円（前年度比較 48 万 5 千円） 

【人件費：1,012 万 9千円】 

【教育委員会】 

■語学指導を行う外国青年招致事業 1,197万 6千円 

 ＡＬＴ人件費、一般事務経費 

 

10 款１項４目 上浮穴高等学校振興費  6,268 万 8 千円（前年度比較 △56 万 3 千円） 

【人件費：658 万 5千円】 
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【教育委員会】 

■上浮穴高等学校学生寮運営事業 3,404万 8千円 使用料、諸収入 

 会計年度任用職員等人件費 

○寮食費賄材料費（960万 6千円） 

 ○寮運営業務委託料（782万 5千円） 

■上浮穴高等学校振興対策事業 2,864万円 国・県費、過疎債、寄附金 

 ○公営塾運営支援業務委託料（231万円）国費 

 ●上浮穴高等学校振興対策協議会補助金（2,244万円）県費、過疎債 

 ○久万高原町ふるさと奨学金（360万円）過疎債 

 

10 款２項１目 小学校管理費 9,174 万 3 千円（前年度比較 353 万 4 千円） 

【人件費：3,914 万 3千円】 

【教育委員会】 

■小学校の管理・運営 9,174万 3千円 基金 

 会計年度任用職員人件費、一般事務経費、施設管理経費 

○久万小学校北校舎劣化・耐久度調査業務委託料（500万円） 

 

10 款２項２目 小学校教育振興費 8,724 万円（前年度比較 △89 万 2 千円） 

【人件費：3,662 万 1千円】 

【教育委員会】 

■小学校学習活動支援 3,944万 2千円 県費、基金、寄附金 

○柳谷小学校代替バス運行業務委託料（339万 9千円） 

○仕七川小学校代替バス運行業務委託料（314万 2千円） 

●パソコン等リース料（2,009万 1千円） 

○教育用グループウェア、タブレット用ソフト等使用料（338万 8千円） 

○子どもの成長応援事業補助金（257万円）基金 

■学校生活支援事業 2,800万 8千円 

 会計年度任用職員人件費 

□要保護・準要保護就学援助費補助 395万 9千円 

□発達支援巡回相談事業 466万 3千円 国・県費 

□スクールソーシャルワーカー活用事業 327万 6千円 県費 

会計年度任用職員人件費 県費 

□校内教育支援センター支援員配置事業 623万 2千円 県費 

会計年度任用職員人件費、校内教育支援センター設置備品費 県費 
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10 款３項１目 中学校管理費 2,405 万 1 千円（前年度比較 △126 万 4 千円） 

【人件費： 466 万 1千円】 

【教育委員会】 

■中学校の管理・運営 2,405万 1千円 基金 

 会計年度任用職員人件費、一般事務経費、施設管理経費 

○久万中学校図書館エアコン設置費用（160万円）基金 

  

 

10 款３項２目 中学校教育振興費 5,860 万 1 千円（前年度比較 △421 万 1 千円） 

【人件費 1,071 万 6千円】 

【教育委員会】 

■中学校学習活動支援 3,612万 7千円 過疎債、基金、寄附金 

○美川中学校代替バス運行業務委託料（101万 7千円） 

○教育用グループウェア、タブレット用ソフト等使用料（149万 7千円） 

○久万中学校区代替バス（伊予鉄南予バス）借上料（407万円）過疎債 

○美川中学校区タクシー借上料（部活動休養日便）（540万円）過疎債 

●パソコン等リース料（1,770万円） 

○子どもの成長応援事業補助金（123万円）基金 

□遠距離通学援助費補助 602万円 県費 

□要保護・準要保護就学援助費補助 347万 4千円 

□発達支援巡回相談事業 170万 6千円 国・県費 

□学校生活支援事業 914万 1千円 

 会計年度任用職員人件費 

□スクールサポートスタッフ配置事業 105万 9千円 県費 

 会計年度任用職員人件費 県費 

 

10 款３項３目 寄宿舎費 784 万 3 千円（前年度比較 29 万 3 千円） 

【人件費：366 万 5千円】 

【教育委員会】 

□寄宿舎運営事務 784万 3千円 国費、諸収入 

会計年度任用職員人件費、施設運営経費 

 

10 款４項１目 幼稚園費 1 億 4,935 万 1 千円（前年比較 323 万 3 千円） 

【人件費：1億 3,329 万 2千円】 

【教育委員会】 

■幼稚園一般事務（職員給与等共通経費） 1億 984 万 4千円 

 幼稚園職員人件費 
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■幼稚園の管理・運営 3,916万 8千円 国・県費、基金 

 会計年度任用職員等人件費、一般事務経費、施設管理経費 

○預かり保育業務委託料（480万円）国・県費 

 

10 款５項１目 社会教育総務費 8,366 万 6 千円（前年度比 300 万円） 

【人件費：6,783万円】 

【教育委員会】 

■社会教育総務一般事務（職員給与等共通経費） 6,314万 5千円 

 生涯学習係職員人件費 

□生涯学習の促進 891万 4千円 諸収入 

 会計年度任用職員等人件費 

○社会教育指導業務委託料（216万円） 

 ○学校と地域の連携促進事業補助金（112万 2千円） 

□社会教育支援事業 342万円 県費 

 ○各社会教育団体補助金（271万円） 

□学校支援地域本部推進事業 190万 4千円 県費 

□学校・家庭・地域連携推進事業 545万 4 千円 県費 

 ○放課後子ども教室事業（366万 1千円）県費 

 ○家庭教育支援事業（176万 1千円）県費 

 

10 款５項２目 公民館費 3,186 万 3 千円（前年度比 △182 万 6 千円） 

【人件費：828 万 9千円】 

【教育委員会】 

■公民館一般事務 1,006万 7千円 

 公民館長・主事報酬、一般事務経費 

■分館管理・委託事業 2,179万 6千円 諸収入、寄附金 

 ●公民館分館指定管理料（1,531万 6千円）寄附金 

  

10 款５項３目 図書館費 3,272 万 5 千円（前年度比 112 万 9 千円） 

【人件費：1,761 万 9千円】 

【教育委員会】 

□図書館一般事務 756万 6千円 

 図書館職員人件費 

■図書館の管理・運営 2,345万 2千円 諸収入 

 会計年度任用職員人件費、施設運営経費 

 ○図書館情報システムサポート管理委託料（179万 4千円） 

○図書館情報システムに係る機器等賃借料（213万 8千円） 

□移動図書館車の充実 144万 7千円 
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10 款５項４目 文化財保護費 1,046 万 3 千円（前年度比 △758 万 7 千円） 

【教育委員会】 

□文化財保護 409万 3千円  

○国指定史跡伊予遍路道岩屋寺境内 仁王門保存修理事業補助金 

（162万 7千円） 

□上黒岩考古館の管理・運営 554万 4千円 県費、使用料、諸収入 

 ○上黒岩遺跡考古館管理業務委託料（167万 5千円） 

 

10 款６項１目 保健体育総務費 1,444 万 1 千円（前年度比 △150 万 4 千円） 

【人件費：115 万 5千円】 

【教育委員会】 

□保健体育総務一般事務 714万 4千円 使用料 

 スポーツ推進委員報酬、一般事務経費 

 ○スポーツ大会・スポーツ団体等補助金（301万 1千円） 

□学校保健一般事務 729万 7千円 

 ○学校医・歯科医・薬剤師業務委託料（231万円） 

 ○教職員健康診断業務委託料（208万 1千円） 

 

10 款６項２目 体育施設費 2,814 万 4 千円（前年度比 △3,835 万 2 千円） 

【教育委員会】 

□ラグビー場管理事業 891万 3千円 使用料、諸収入 

 ○ラグビー場管理業務委託料（192万 8千円） 

 ○町長杯ラグビーフットボール大会業務委託料（200万円） 

■海洋センターの管理・運営 1,092万 5千円 使用料、諸収入 

 ○海洋センター事務補助業務委託料（491万 4千円） 

□久万公園の管理・運営 336万 5千円 使用料 

□面河、美川、柳谷地区体育施設 395万 6 千円 使用料 

 ○さんさんドーム指定管理料（117万円） 

 

10 款６項３目 学校給食費 1 億 4,990 万 4 千円(前年度比較  1,414 万 6 千円） 

【人件費：4,413 万 6千円】 

【教育委員会】 

■久万給食センターの管理・運営 1億 123 万 2千円 国・県費、諸収入  

 久万給食センター職員人件費、施設運営経費 

 ●賄材料費（3,243万 8千円）国・県費、諸収入 

 ●給食運搬業務委託料（1,028万 5千円） 

 ○軽トラック（４ＷＤ）購入費（143万 9 千円） 
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■美川給食センターの管理・運営 4,850万 9千円 国・県費、諸収入 

 会計年度任用職員人件費、施設運営経費 

 ●給食調理運搬業務委託料（3,952万 8千円）国・県費、諸収入 

 

11 款１項１目 農地農業用施設災害復旧費 250 万円（前年度比較 0 円） 

【農業戦略課】 

□農地・農業用施設災害復旧事業（単独）250万円 分担金 

 ○農業用施設災害復旧業務委託料（100万円）分担金 

 

11 款１項２目 林業用施設災害復旧費 300 万円（前年度比較 0 円） 

【林業戦略課】 

□林道施設災害復旧事業（町単独）300万円 

○林道崩土除去、路面整備、路肩決壊箇所盛土業務委託料（200万円） 

○災害林道復旧工事にかかる測量設計委託料（100万円） 

 

11 款２項１目 公共土木施設災害復旧費 100 万円（前年度比較 0 円） 

【建設課】 

□公共土木施設災害復旧事業（単独）100万円  

  

12 款１項１目 元金 9 億 4,403 万 5 千円（前年度比較 △3,968 万 6 千円） 

【総務課】 

■公債費元金 9億 4,403 万 5千円 使用料、基金、諸収入 

 ●長期借入償還元金（9億 4,403 万 5千円）使用料、基金、諸収入 

 

12 款１項２目 利子 4,595 万 6 千円（前年度比較 982 万 3 千円） 

【総務課】 

■公債費利子 4,595万 6千円  

 ●長期借入利子（4,480万 5千円） 

 ○一時借入金利子（115万 1千円） 

 

14 款１項１目 予備費 1,000 万円（前年度比較 0 円） 

【総務課】 

■予備費 1,000万円 
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＜主な歳入予算＞ ●：1,000万円以上 

１款 町税 8 億 7,623 万 4 千円（前年度比較 473 万 8 千円） 

 ●町民税（2億 7,484 万 2千円） 

 ●固定資産税（5億 1,924 万 8千円） 

 ●軽自動車税（3,609万 4千円） 

 ●町たばこ税（4,560万円） 

 

２款 地方譲与税 3 億 5,995 万 4 千円（前年度比較 △1,180 万 6 千円） 

 ●地方揮発油譲与税（1,600万円） 

 ●自動車重量譲与税（6,000万円） 

 ●森林環境譲与税（2億 8,395 万 4千円） 

 

３款 利子割交付金 45 万円（前年度比較 15 万円） 

 

４款 配当割交付金 400 万円（前年度比較 100 万円） 

 

５款 株式等譲渡所得割交付金 400 万円（前年度比較 150 万円） 

 

６款 法人事業税交付金 1,800 万円（前年度比較 800 万円） 

 

７款 地方消費税交付金 1 億 8,000 万円（前年度比較 500 万円） 

 

８款 ゴルフ場利用税交付金 1,500 万円（前年度比較 0 円） 

 

９款 環境性能割交付金 100 万円（前年度比較 △600 万円） 

 

10 款 地方特例交付金 1,444 万 2 千円（前年度比較 1,264 万 2 千円） 

 

11 款 地方交付税 46 億 2,450 万円（前年度比較 2,450 万円） 

  ●普通交付税（42億円） 

●特別交付税（4億 2,450万円） 

 

12 款 交通安全対策特別交付金 100 万円（前年度比較 0 円） 

 

13 款 分担金及び負担金 5,203 万 2 千円（前年度比較 1,511 万 8 千円） 

○農林水産業費分担金（538万円） 

○土木費分担金（178万 8千円） 
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●民生費負担金（2,975万 4千円） 

 ●衛生費負担金（1,501万円） 

 

14 款 使用料及び手数料 1 億 7,048 万 4 千円（前年度比較 1,469 万 9 千円） 

 ○美術館・山岳博物館・天体観測館使用料（618万 8千円） 

○し尿処理施設使用料（320万 8千円） 

○火葬場使用料（366万円） 

 ○農林業若者定住促進住宅「やまぶき荘」使用料（358万 8千円） 

 ○商工観光施設使用料（164万 1千円） 

 ○道路橋りょう使用料（141万円） 

 ●町営住宅使用料（6,753万 2千円） 

 ●公共残土処理場使用料（3,410万円） 

 ○体育施設使用料（149万 5千円） 

 ●上浮穴高等学校学生寮寮費（1,188万円） 

 ○戸籍住民基本台帳手数料（481万 5千円） 

 ●し尿処理手数料（1,332万 2千円） 

 ●指定ごみ袋販売手数料（1,537万 5千円） 

 

15 款 国庫支出金 6 億 3,994 万 3 千円（前年度比較 △1 億 4,922 万 3 千円） 

 ●国民健康保険基盤安定事業費国庫負担金（1,034万 6千円） 

 ●低所得者介護保険料軽減国庫負担金（1,041万円） 

 ●障害者福祉費国庫負担金（1億 6,983 万 8千円） 

 ●児童手当国庫負担金（6,295万 7千円） 

 ●子どものための教育・保育給付交付金（7,661万 2千円） 

 ●地域未来交付金（2,467万 2千円） 

 ●地域公共交通確保維持改善事業費補助金（2,220万円） 

 ●物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（1,113万 4千円） 

○マイナンバーカード交付事務費補助金（406万 5千円） 

○地域生活支援事業費等補助金（719万 5千円） 

 ●子ども・子育て支援交付金（1,568万円） 

 ○妊婦のための支援給付金（204万 3千円） 

 ●美しい森林づくり基盤整備交付金（6,514万円） 

 ○社会資本整備総合交付金事業費補助金（民間住宅）（704万 6千円） 

●社会資本整備総合交付金事業費補助金（町道）（6,913万 8千円） 

 ●道路メンテナンス事業補助金（橋りょう）（6,434万 9千円） 

○道路メンテナンス事業補助金（トンネル）（643万 5千円） 

○社会資本整備総合交付金事業費補助金（河川）（150万円） 
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○社会資本整備総合交付金事業費補助金（公営住宅）（270万円） 

 ○国民年金事務取扱委託金（144万 8千円） 

 

16 款 県支出金 5 億 5,340 万 1 千円（前年度比較 625 万 8 千円） 

 ●国民健康保険基盤安定事業費県負担金（3,306万 9千円） 

 ●後期高齢者医療保険基盤安定事業費県負担金（5,637万 4千円） 

 ○低所得者介護保険料軽減県負担金（520万 5千円） 

 ●障害者福祉費県負担金（8,491万 9千円） 

 ○児童手当県負担金（800万 1千円） 

 ●子どものための教育・保育給付県交付金（3,201万 9千円） 

 ○えひめ人口減少対策総合交付金（543万 1千円） 

●電源立地地域対策交付金（2,663万 3千円） 

○移住者住宅改修事業費県補助金（300万円） 

○隣保館費県補助金（408万 6千円） 

○民生委員活動実費弁償費県補助金（373万 2千円） 

●障害者福祉費県補助金（1,910万 8千円） 

○乳幼児医療費県補助金（240万 6千円） 

○ひとり親家庭医療費県補助金（209万 1千円） 

●子ども・子育て支援事業費県補助金（1,249万 8千円） 

○子どものための教育・保育給付費県補助金（353万 1千円） 

○健康増進事業県補助金（123万 4千円） 

 ●新規就農総合支援事業費県補助金（2,812万 5千円） 

 ●中山間地域等直接支払交付金（3,201万 8千円） 

 ○経営所得安定対策事業県補助金（360万円） 

 ○担い手総合支援事業費補助金（140万円） 

 ○農村環境保全向上活動支援事業補助金（640万 3千円） 

 ○有害鳥獣捕獲隊等育成事業費県補助金（109万 5千円） 

 ○有害鳥獣総合捕獲事業費県補助金（240万円） 

 ●鳥獣被害防止総合対策事業費県補助金（1,202万 2千円） 

 ●農業農村整備事業県補助金（1,100万円） 

 ○県単独土地改良事業補助金（224万円） 

 ○農業委員会交付金（167万 5千円） 

 ○林業・木材産業循環成長対策事業費県補助金（408万円） 

 ●森林整備担い手確保育成対策事業費県補助金（2,579万 1千円） 

 ○県単独林道開設改良等事業費県補助金（770万円） 

 ○農山漁村地域整備交付金事業県補助金（330万円） 

 ●森林環境保全整備事業県補助金（1,155万円） 

 ●公共林道開設改良等事業費県補助金（1,500万円） 
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 ○県木造住宅耐震化促進事業費県補助金（100万円） 

 ○県特定老朽空家等除却促進事業費県補助金（200万円） 

 ●河川総務費県補助金（1,020万円） 

○石油貯蔵施設立地対策事業費県補助金（243万 3千円） 

○校内教育支援センター支援員配置事業県補助金（340万 7千円） 

●給食費負担軽減交付金（1,241万 2千円） 

○地域ぐるみで育むえひめっ子未来創造事業補助金（238万 7千円） 

○市町移譲事務費県委託金（141万 6千円） 

●県知事選挙費委託金（1,929万 6千円） 

○県議会議員選挙費委託金(705万 3千円) 

 ○県税徴収事務委託金（753万 6千円） 

 ○県有公衆便所管理委託金（169万 4千円） 

 

17 款 財産収入 4,581 万 5 千円（前年度比較 1,283 万円） 

 ●財産貸付収入（1,679万 4千円） 

 ●利子及び配当金（1,927万 3千円） 

 ○土地売払代金（274万 8千円） 

 ○立木等売払代金（540万円） 

 ○物品売払代金（160万円） 

 

18 款 寄附金 8,000 万円（前年度比較 600 万円） 

●ふるさと久万高原応援寄附金（7,000万円） 

●企業版ふるさと納税寄附金（1,000万円） 

 

19 款 繰入金 8 億 2,902 万 7 千円（前年度比較 △3,829 万円） 

 ●財政調整基金繰入金（7億 172 万 5千円） 

 ●減債基金繰入金（2,757万 1千円） 

 ●まちづくり振興基金繰入金（1,330万円） 

 ●農林業担い手育成確保対策事業地域振興基金繰入金（5,769万 3千円） 

 ○中山間ふるさと水と土保全基金繰入金（160万 7千円） 

 ○子どもの成長応援基金繰入金（446万 3 千円） 

 ○防災減災基金繰入金（561万 9千円） 

 ○公共施設等総合管理基金繰入金（963万 9千円） 

 ○再生可能エネルギー発電基金繰入金（120万円） 

○地域福祉基金繰入金（600万円） 

 

20 款 繰越金 1 億円（前年度比較 0 円） 
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21 款 諸収入 1 億 1,259 万 5 千円（前年度比較 △4,094 万円） 

○歳計現金預金利子（205万円） 

●中小企業保証預託金収入（1,600万円） 

○肉用牛産地強化支援事業貸付金収入（327万円） 

○新規就農初年度生活資金貸付金収入（187万 5千円） 

●学校給食費収入（1,180万 6万円） 

 ○久万落出線及び古味・岩川線旅客運送収入（570万円） 

○職員互助会等保険料取扱手数料（138万 8 千円） 

○市町振興協会市町交付金（518万 6千円） 

○市町振興協会基金交付金（648万 4千円） 

○美術館収入（100万 9千円） 

○山岳博物館収入（226万 7千円） 

○市町振興協会助成金（450万円） 

○県自然保護協会補助金（105万円） 

○自治総合センター助成金（330万円） 

○日本芸術文化振興基金助成金（100万円） 

○リサイクル資源売却収入（446万 2千円） 

●高額医療費返還金（1,372万円） 

○高額介護合算療養費等返還金（150万円） 

 ○えひめ農林漁業振興機構助成金（540万円） 

 ○寮食費収入（132万 3千円） 

 ○後期高齢者医療広域連合受託事業収入（756万円） 

 

22 款 町債 3 億 9,530 万円（前年度比較 △6,810 万円） 

 ●過疎対策事業債（町道整備事業）（7,000万円） 

 ●過疎対策事業債（林道整備事業）（2,360万円） 

 ●過疎対策事業債（農地整備事業）（2,100万円） 

 ○過疎対策事業債（消防施設整備事業）（660万円） 

 ●過疎対策事業債（環境衛生施設整備事業）（5,270万円） 

 ○過疎対策事業債（社会教育施設整備事業）（960万円） 

●過疎対策事業債（簡易水道事業）（2,820万円） 

●過疎対策事業債（病院事業）（1,250万円） 

○過疎対策事業債（老人保健施設事業）（260万円） 

●過疎対策事業債（特別対策事業）（1億 1,740万円） 

●辺地対策事業債（林道整備事業）（4,120万円） 

○辺地対策事業債（簡易水道事業）（990万円） 
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第３ 令和８年度久万高原町特別会計当初予算 

国民健康保険事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度国民健康保険事業特別会計の当初予算額は、10 億 1,768 万円、前年度比

較 809万 1千円の減額となりました。 

 

○歳出の主な内容 

・国保連合会電算処理業務委託料                    110万 3千円 

・特別調整交付金（結核・精神）申請サポート業務委託料         125万 4千円 

・一般被保険者療養給付費                      6億 3,208 万 2千円 

・一般被保険者療養費                         325 万 8千円 

・レセプト審査及び電算処理に係る支払手数料              204 万 6千円 

・一般被保険者高額療養費                       1 億 472万円 

・出産育児一時金                               250万円 

・一般被保険者医療給付費分納付金              1億 5,055 万 9千円 

・一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金             4,947万円 

・一般被保険者介護納付金                        1,638万 8千円 

・一般被保険者子ども支援納付金                    424 万 6千円 

・特定健康診査業務委託料                        767万 7千円 

・特定健康診査受診率向上事業業務委託料                338 万 2千円 

・保険給付費等交付金償還金                     250万円 

・国民健康保険診療所事業特別会計繰出金                1,951万 8千円 

・病院事業会計繰出金                        107 万 9千円 

 

○歳入の主な内容 

・国民健康保険税                           1 億 3,756 万 2千円 

・保険給付費等県交付金（普通交付金）           7億 4,242 万 6千円 

・保険給付費等県交付金（特別交付金）             3,527万 4千円 

・一般会計繰入金                          8,398万 1千円 

・国民健康保険財政調整基金繰入金                    1,000万円 

・前年度繰越金                             769万 7千円 

 

 

 

 

 

 



 

 

７０ 

国民健康保険診療所事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度国民健康保険診療所事業特別会計の当初予算額は、9,009万 4千円、前年

度比較 4,299万 8千円の増額となりました。 

 

○歳出の主な内容 

【父二峰診療所】歳出総額 2,082万 6千円（前年度比較 17万 5千円） 

   人件費・光熱水費等の需用費・業務委託料等の総務管理費    1,441万 6千円 

   医薬材料費・検査委託料等の医業費                           636万円 

【面河診 療所】歳出総額 1,606万 1千円（前年度比較 △1,038万 4千円） 

人件費・光熱水費等の需用費・業務委託料等の総務管理費    1,212万 9千円 

   医薬材料費・検査委託料等の医業費                       388万 2千円 

【柳谷診 療所】歳出総額 5,320万 7千円（前年度比較 皆増） 

人件費・光熱水費等の需用費・業務委託料等の総務管理費    3,647万 5千円 

   医薬材料費・検査委託料等の医業費                     1,653万 2千円 

 

○歳入の主な内容 

・外来収入                                          4,897万 8千円 

 ・一般会計繰入金                                           1,907万 1千円 

 ・事業勘定繰入金                                         1,851万 8千円 

 ・前年度繰越金                           250万円 

 

 

後期高齢者医療保険事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度後期高齢者医療保険事業特別会計の当初予算額は、2 億 88 万 2 千円、前

年度比較 1,698万 6千円の増額となりました。 

 

○歳出の主な内容 

・後期高齢者医療広域連合納付金                2 億 7 万 2 千円 

 

○歳入の主な内容 

・後期高齢者医療保険料                                  1億 1,671 万 7千円 

・一般会計繰入金                      8,335 万 6 千円 

 

 

 

 

 



 

 

７１ 

介護保険事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度介護保険事業特別会計の当初予算額は、17 億 6,339 万 3 千円、前年度比

較 229万 3千円の増額となりました。 

 

○歳出の主な内容 

 ・人件費及び事務費等の一般管理費               2,536万 5千円 

 ・介護認定審査会費                      1,179万 1千円 

 ・介護保険事業計画策定委員会費                  475万 5千円 

 ・介護予防支援事業費                     1,670万 8千円 

 ・介護サービス等諸費                     14億 4,504 万 4千円 

 ・介護予防サービス等諸費                     4,752万 3千円 

 ・審査支払手数料                       172 万 8 千円 

 ・高額介護サービス等費                          5,049万 6千円 

 ・高額医療合算介護サービス等費                        1,450万円 

 ・特定入所者介護サービス等費                 6,200 万 3 千円 

 ・介護予防・日常生活支援総合事業費             3,425 万 7 千円 

 ・包括的支援事業・任意事業費                            4,594万 6千円 

 

○歳入の主な内容 

 ・第１号被保険者介護保険料                 2億 5,007 万 7千円 

 ・介護給付費国庫負担金                  2億 8,562 万 8千円 

 ・財政調整交付金                      2億 690 万 5千円 

 ・地域支援事業国交付金                     2,486万 2千円 

 ・介護給付費支払基金交付金                4億 4,531 万 7千円 

 ・介護給付費県負担金                   2億 3,926 万 7千円 

 ・地域支援事業県交付金                                  1,243万 1千円 

 ・介護給付費一般会計繰入金                 1億 9,380 万 7千円 

 ・地域支援事業一般会計繰入金                 1,616万 9千円 

 ・低所得者保険料軽減一般会計繰入金              2,082万 1千円 

 ・その他一般会計繰入金                    5,888万 2千円 

 ・介護保険事業運営基金繰入金                  110万 5千円 

 ・介護予防支援計画費収入                     583万 4千円 

 ・介護予防ケアマネジメント計画費収入              185万 6千円 

 

 

 

 

 



 

 

７２ 

訪問看護事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度訪問看護事業特別会計の当初予算額は、4,463万円、前年度比較 289万 6

千円の減額となりました。 

○歳出の主な内容 

・職員の給料や手当等の人件費                                 3,958万 7千円 

・燃料費や光熱水費等の需用費                                   176万 9千円 

・看護業務委託料                          200万円 

○歳入の主な内容 

・訪問看護療養費収入                                               648万円 

・訪問看護介護報酬                                             1,188万円 

・訪問看護報酬利用者負担金                                     240万円 

 ・前年度繰越金                        2,386万 6千円 

 

 

凶荒予備事業特別会計当初予算 

歳入歳出予算 

令和８年度凶荒予備事業特別会計の当初予算額は、1,119万円、前年度比較 185万円

の減額となりました。 

 

○歳出の主な内容 

・作業道等補修や皆伐施業地下刈等の財産管理費               128万 2千円 

・奨学資金貸付金（継続 324万円、新規 600 万円）              924万円 

 

○歳入の主な内容 

・前年度繰越金                         610万 5千円 

・学資貸与償還金                         444万 6千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

７３ 

第４ 令和８年度久万高原町事業会計当初予算 

病院事業会計当初予算 

１ 業務の予定量 

病床数 一般病床 60床 

入院患者数 年間 17,520人 １日平均  48人 

外来患者数 年間 26,550人 １日平均 109人 

２ 収益的収入及び支出 

収入及び支出の予定額は 10億 2,544万 2千円となっています。 

令和７年度の予定額と比較すると、収入及び支出の予定額は△2,190万 1千円、率に

して 2.1％の減額となっています。 

 

○収入の内容 

 ・入院診療費などの医業収益                      8億 2,849 万 5千円 

・他会計負担金などの医業外収益              1億 9,694 万 7千円 

 

○支出の主な内容 

・給与費などの医業費用                        10億 268 万 6千円 

・支払利息などの医業外費用                  2,215万 6千円 

 

３ 資本的収入及び支出 

 収入の予定額は 4,794万 7千円で、支出の予定額は 6,520万 3千円となっています。 

 

○収入の内容 

 ・企業債                                 1,250万円 

・他会計からの長期借入金                         1,250万円 

・他会計負担金                                2,294万 7千円 

 

○支出の内容 

 ・建設改良費                                                   2,800万円 

・企業債の元金償還金                           1,924万 1千円 

・他会計からの長期借入金償還金                      1,796万 2千円 

 

  収入の不足額 1,725万 6千円は、損益勘定留保資金で補填します。 

 

４ 他会計からの補助金及び負担金 

 収益的収入 1億 9,190万 5千円、資本的収入 3,544万 7千円となっています。 

 



 

 

７４ 

老人保健施設事業会計当初予算 

１ 業務の予定量 

入所者定員  50床 通所者定員  25人 

年間療養者数 入所者 17,965人(短期 1,400人) 通所者 5,210人 

1日平均療養者数 入所者    49.2人(短期 3.8人) 通所者  23.7人 

 

２ 収益的収入及び支出 

 収入及び支出の予定額は 3億 6,933万 9千円となっています。 

令和７年度の予定額と比較すると、収入及び支出の予定額は 262 万円、率にして

0.7％の増額となっています。 

 

○収入の主な内容 

  ・介護保健施設サービス費などの施設運営事業収益        3億 959 万 4千円 

・他会計補助金などの施設運営事業外収益             5,972万 5千円 

 

○支出の主な内容 

・給与費などの施設運営事業費用                  3億 6,732万 5千円 

・支払利子などの施設運営事業外費用               141 万 4 千円 

・特別損失                              60万円 

 

 

３ 資本的収入及び支出 
 収入の予定額は 2,908万 2千円で、支出の予定額は 4,238万円となっています。 

 

○収入の内容 

・企業債                                    260万円 

・他会計からの長期借入金                      260 万円 

 ・他会計負担金                              2,388万 2千円 

 

○支出の内容 

・建設改良費                              648万 9千円 

・企業債の元金償還金                         3,555万 1千円 

・他会計からの長期借入金償還金                    34 万円 

 

 収入の不足額 1,329万 8千円は、損益勘定留保資金で補填します。 

 

４ 他会計からの補助金 

 収益的収入 4,761万 7千円、資本的収入 2,648万 2千円となっています。 



 

 

７５ 

 

簡易水道事業会計当初予算 

１ 業務の予定量 

 給 水 戸 数       3,500戸 

 年 間 総 配 水 量      986,000㎥ 

 一日平均配水量      2,701㎥ 

 主要な建設改良費      9,800万円 

 

２ 収益的収入及び支出 

 収入及び支出の予定額は 3億 7,386万 4千円となっています。 

 令和７年度の予定額と比較すると、収入及び支出の予定額は△344万 3千円、率にし

て 0.9％の減額となっています。 

 

○収入の内容 

・給水収益などの営業収益                            1億 2,090 万 8千円 

・他会計負担金などの営業外収益                2億 5,295万 6千円 

 

○支出の主な内容 

・原水及び浄水費などの営業費用                     3億 5,193 万 4千円 

・支払利息などの営業外費用                            2,183万円 

                                                      

３ 資本的収入及び支出 

 収入の予定額は 2 億 7,099 万 1 千円で、支出の予定額は 2 億 9,443 万 7 千円となっ

ています。 

 

○収入の主な内容 

・企業債                               3,810万円 

・一般会計繰入金                        1 億 9,171 万 1千円 

・他会計からの長期借入金                         3,810万円 

 

○支出の内容 

・建設改良費                            1 億 50万円 

・企業債償還金                      1億 9.393 万 7千円 

 

収入の不足額 2,344万 6千円は、損益勘定留保資金で補填します。 

 

４ 他会計からの補助金及び負担金 

 収益的収入 4,257万 3千円、資本的収入 1 億 9,171万 1千円となっています。 



 

 

７６ 

下水道事業会計当初予算 

１ 業務の予定量 

 整 備 人 口       4,470人 

 年間汚水処理水量      445,500㎥ 

 一日平均処理水量      1,222㎥ 

 主要な建設改良費    1,027万 3千円 

 

２ 収益的収入及び支出 

 収入及び支出の予定額は 4億 752万 3千円となっています。 

令和７年度の予定額と比較すると、収入及び支出の予定額は△407万 9千円、率にし

て 1.0％の減額となっています。 

 

○収入の主な内容 

・下水道使用料などの営業収益                      8,567 万 2 千円 

・他会計負担金などの営業外収益              3億 2,185 万 1千円 

 

○支出の主な内容 

 ・管渠費などの営業費用                   3億 7,652 万 3千円 

・支払利息などの営業外費用                    2,950万円 

 

３ 資本的収入及び支出 

 収入の予定額は 1 億 1,629 万 8 千円で、支出の予定額は 2 億 182 万 8 千円となって

います。 

 

○収入の内容 

・企業債                              1 億 350万円 

・補助金                             1,159万 7千円 

・負担金等                              120万 1千円 

 

○支出の内容 

 ・建設改良費                         1,027万 3千円 

・企業債償還金                      1億 9,155 万 5千円 

 

 収入の不足額 8,553万円は、損益勘定留保資金等で補填します。 

 

４ 他会計からの補助金及び負担金 

 収益的収入 1億 8,944万円、資本的収入 876万 3千円となっています。 


